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経営の概況 

 

１．１７／３月期決算の概況 

 

 (1) 経済・金融環境 

当期の経済環境は、年度前半の国内景気については回復基調が続きましたが、

年度後半になり、ＩＴ関連生産財の生産調整による輸出の減速や、原油・鉄鋼な

ど素材価格の高騰等を受け、企業収益の伸びが鈍化するなど、景気回復のペース

が緩やかになりました。 

地域経済については、生産面の一部に持ち直しの動きも見られましたが、業種

間に格差があり、総じて厳しい状況が続きました。 

また、平成１６年１２月に公表された「金融改革プログラム」のうち、地域金

融については「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」

が策定され、１７～１８年度の「重点強化期間」に地域密着型金融の一層の推進

を図ることとされました。 

このような経済情勢のなか、当社の子会社である親和銀行は、合併効果を活か

した収益力強化、経営効率化に努めるとともに、「リレーションシップバンキング

の機能強化に関するアクションプログラム」の「集中改善期間」の最終年度とし

て、事業再生支援に集中的に取組みました。また、１７年度からの「地域密着型

金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」の第一の柱である「事業

再生・中小企業金融の円滑化」にスピードを持って取組むため、将来の企業再生

コストをあらかじめ織り込んで引当を強化することといたしました。 

その結果、１７年３月期の業績は下記のとおりとなりました。 
 

 (2) 主要勘定 

親和銀行の主要勘定実績は以下のとおりであります。 

 

 ① 預金 

当期末の預金（譲渡性預金を含む）残高は、金利優遇定期預金の抑制を主因とす

る個人預金の落ち込み及び地方交付税交付金の減少による公金預金の減少等から、

前期末比３１７億円減少して２兆３，４６１億円となりました。 

 
平成１７年３月末預金残高実績(含むＮＣＤ) （億円）

17/3末 16/3末比 15/3末比 16/3末 15/3末
総預金 23,461 ▲ 317 ▲ 1,395 23,778 24,856 
 流動性預金 10,547 823 856 9,723 9,690 
 定期性預金 12,914 ▲ 1,140 ▲ 2,252 14,054 15,166 
  一般預金 21,147 ▲ 481 ▲ 1,250 21,628 22,397 

　法人預金 5,493 ▲ 82 ▲ 532 5,575 6,025 
　個人預金 15,654 ▲ 398 ▲ 718 16,052 16,372 

  公金預金 1,509 ▲ 263 ▲ 479 1,772 1,988 
  金融機関預金 803 427 332 376 470 

末残実績
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 ② 貸出金 

当期末の貸出金残高は、地域経済の回復テンポが依然として低調であり、企業

の資金需要についても弱含みでありましたが、既存の取引先に加え新規先の発掘

強化に努めてまいりました結果、前期末比７２７億円減少して１兆８，２８７億

円となりました。 

中小企業向け貸出の当期末残高は、同様に前期末比４４８億円減少して、   

１兆１，６８０億円となりましたが、実勢ベースでは８０億円の増加でありまし

た。 

 

 ③ 有価証券 

有価証券は、積極的な債券購入と、運用多様化を目的とした外貨建債券等の購入を

進めた結果、前期末比４７億円増加し、当期末残高は５，１３３億円となりました。 

 

④ 資本勘定 

資本勘定は、資本準備金が前期末繰越損失の処理により前期末比２４８億円減

少、その他有価証券評価差額金は前期末比２４億円減少、土地再評価差額金が前

期末比１１億円減少となったものの、剰余金が前期同様欠損ながら不良債権処

理額の減少により前期末比で５５億円増加したため、資本勘定合計は前期末比

２２９億円減少の８４５億円となりました。 

 

(3) 収益状況 

    親和銀行の収益の状況は以下のとおりであります。 

 

 

収益等の実績 （億円、％）
16/3月期 17/3月期 17/3月期

実績 計画 実績 前期比
業務粗利益 577 565 618 41

国債等債券関係損益 2 4 63 61

226 224 285 59

業務純益 171 224 228 56
一般貸倒引当金繰入額 54 － 57 3
経費 350 341 333 ▲ 17

不良債権処理損失額 528 160 404 ▲ 124
株式等関係損（▲）益 10 － 0 ▲ 10

株式等償却 2 － 35 33
経常利益 ▲ 356 61 ▲ 178 177
特別損（▲）益 ▲ 5 ▲ 13 4 9
税引後当期利益 ▲ 343 29 ▲ 205 138
総資金利鞘 0.73 0.73 0.75 0.02

資金運用利回 2.31 2.30 2.31 0.00
資金調達原価 1.58 1.57 1.55 ▲ 0.03

ＯＨＲ（経費／業務粗利益） 60.77 60.36 53.85 ▲ 6.92
ＲＯＥ 18.42 21.72 29.75 11.33
ＲＯＡ 0.86 0.88 1.13 0.27

ＲＯＥ＝一般貸倒引当金繰入前業務純益／資本勘定＜平残＞

ＲＯＡ＝一般貸倒引当期繰入前業務純益／（総資産－支払承諾見返）＜平残＞

業務純益
（一般貸倒引当金繰入前）
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① 業務粗利益 

業務粗利益は、貸出金が平残・利回とも前期を下回ったことを主因として資金

利益が前期比２５億円減少（計画比▲９億円）したものの、役務取引等利益が投

資信託や個人年金保険等の預り資産窓口販売の推進によって前期比５億円増加

（計画比＋２億円）し、また、その他業務利益が国債等債券売却益の実現を主因

に６１億円増加（計画比＋６０億円）したため、前期比４１億円増加（計画比＋

５３億円）の６１８億円となりました。 

 

② 経費 

人件費は、人員削減により前期比１２億円減少（計画比▲０．６億円）して  

１７１億円となりました。また、物件費は店舗統廃合など合併効果の早期実現を

図った結果、前期比５億円減少（計画比▲５億円）して１４２億円となりました。 

その結果、経費合計では前期比１７億円減少（計画比▲８億円）して３３３億

円となりました。 

 

③ 一般貸倒引当金繰入 

一般貸倒引当金繰入額は、対象債権残高増加を主因に５７億円（計画比＋５７

億円）となりました。 

 

④ 業務純益 

以上の結果、業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は、前期比５９億円増加（計

画比＋６１億円）の２８５億円、業務純益は、前期比５６億円増加（計画比＋４

億円）の２２８億円となりました。 

 

⑤ 不良債権処理損失額及び株式等関係損（▲）益 

不良債権処理損失額は、企業再生支援の強化やオフバランス化の促進および将

来の企業再生コストの引当などにより、４０４億円（計画比＋２４４億円）を計

上いたしました。一般貸倒引当金繰入額およびＤＥＳに伴う株式償却額２９億円

と合わせた与信費用の合計は４９１億円となりました。なお、特別利益の償却債

権取立益３０億円まで加味した実質総与信費用は４６０億円であります。 

株式等関係損（▲）益は、株式等償却で３５億円を計上したものの、株式市況

の好転を反映して単位未満の利益計上（計画比＋０．３億円）となりました。 

 

⑥ 経常利益 

以上の結果、経常利益は前期比１７７億円増加（計画比▲２４０億円）の   

▲１７８億円となりました。 

 

⑦ 特別損益 

特別利益は、償却債権の回収による取立益計上等により３５億円（計画比＋

２２億円）となりました。また、特別損失は、退職給付会計基準変更時差異の

償却、遊休不動産の処分や減損処理、および早期転進支援制度の実施による割

増退職金の支払などにより３０億円（計画比＋５億円）となりました。 
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⑧ 税引後当期損益 

以上の結果、税引前当期利益は▲１７３億円となり、法人税等調整額２９億円

を計上いたしましたので、税引後当期利益は前期比１３８億円増加（計画比  

▲２３４億円）の▲２０５億円となりました。 

 

⑨ 配当可能利益 
配当可能利益は、税引後当期利益が▲２０５億円となったものの、遊休土地の

処分や減損処理によって土地再評価差額金を１１億円取崩すことから    
▲１９３億円（計画比▲２２２億円）となりました。 

 

⑩ 利回関係 

資金運用利回りは、貸出金利回りが前期比０．０２ポイント低下（計画比   

＋０．０２ポイント）して２．６７％、有価証券利回りが前期比０．０７ポイン

ト上昇（計画比＋０．０２ポイント）して１．３９％となったことなどから、前

期比横這いの２．３１％（計画比＋０．０１ポイント）となりました。 

一方、資金調達原価は、預金利回りが前期比０．０３ポイント低下（計画比   

▲０．０１ポイント）して０．０７％となり、経費率は前期比０．０３ポイント低

下（計画比▲０．０３ポイント）して１．４２％となったことなどから、前期比

０．０３ポイント改善（計画比▲０．０２ポイント）して１．５５％となりまし

た。 

その結果、総資金利鞘は前期比０．０２ポイント拡大（計画比＋０．０２ポイ

ント）して０．７５％、預貸金利鞘は前期比０．０２ポイント拡大（計画比    

＋０．０４ポイント）して１．１６％となりました。 

 

⑪ ＯＨＲ、ＲＯＥ、ＲＯＡ 

ＯＨＲは、経費圧縮および業務粗利益の増加により前期比６．９２ポイント改

善（計画比▲６．５１ポイント）して５３．８５％となりました。 

ＲＯＥは、前期比１１．３３ポイント上昇（計画比＋８．０３ポイント）して

２９．７５％となりました。また、ＲＯＡは前期比０．２７ポイント上昇（計画

比＋０．２５ポイント）して１．１３％となりました。 

 

⑫ 自己資本比率 

自己資本（銀行単体）のＴｉｅｒⅠは、剰余金の減少により、前期末比    

１９３億円減少の５１２億円となりました。 

一方、ＴｉｅｒⅡの算入額は、土地売却や減損処理に伴う土地再評価差額金の

取崩しによる減少額８億円、リスクアセットの減少による貸倒引当金の算入減少

額６億円、劣後ローンの算入減少額９億円により、前期末比２４億円減少の  

３０５億円となりました。 

結果、控除項目２億円を差し引いた自己資本の合計額は前期末比２１８億円減

少の８１５億円となりました。 

リスクアセットは、オンバランス項目が貸出金の減少によって前期末比    

１，００１億円減少、オフバランス項目は支払承諾見返勘定の減少によって前期末



 

5 

比５５億円減少したことから、前期末比１，０５７億円減少して１兆５，２７９億

円となりました。以上の結果、自己資本比率は前期末比０．９９ポイント低下し

て５．３３％、ＴｉｅｒⅠ比率は前期末比０．９７ポイント低下して３．３５％

となりました。 

 

 

⑬ 収益の減少による剰余金、自己資本比率、将来の償還財源への影響 

今回決算において損失計上したことによりまして、持株会社および子銀行合算

の剰余金残高は、▲１９３億円となりました。 

また、自己資本比率（銀行単体）は、前期比０．９９ポイント低下し５．３３％

となりました。 

剰余金残高の減少による将来の償還財源への影響につきましては、「収益力の

強化」「経営合理化」「不良債権問題の解決および信用リスク管理強化」「責任あ

る経営体制の確立」を柱とする抜本的収益改善策等を確実に実施することによっ

て、２３年３月期までに公的資金３００億円に見合う剰余金を積み上げ公的資金

を返済することは充分可能であると考えております。 

 

 

自己資本比率の状況（子銀行単体） （％）
16/3期末 17/3期末 17/3期末

実績 計画 実績 前期比
自己資本比率 6.32 6.52 5.33 ▲ 0.99

ＴｉｅｒⅠ比率 4.32 4.52 3.35 ▲ 0.97

剰余金の推移　（持株会社と子銀行の合算）

（億円）

持 株 会 社 子 銀 行 合 計

１６／３月期実績 20 － 20

１６／９月期実績 19 37 57
１７／３月期計画 17 29 46
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２．経営健全化計画の履行状況 

 

 (1) 平成１６年３月期業務改善命令への対応の進捗状況 

当社は、平成１７年３月期以降の業績回復を確実なものとするため、１６年

７月１６日付業務改善命令に基づき、抜本的収益改善のための方策を織り込ん

だ業務改善計画を策定し、１６年８月１３日、金融庁に提出いたしました。 

その履行状況は以下に記載するとおりであります。 

 

 イ．経営の合理化のための方策 

 

 ①収益力の強化 

 

 ａ．営業推進体制の整備・強化 

親和銀行では、長崎県内都市部での、フルバンキング業務店である中核店と機

能特化店であるサテライト店とが相互補完し、「一営業単位」（エリア）を形成す

る「エリア営業体制」と、長崎県内郡部および長崎県外地区での、各営業店が緩

やかに連携する「ブロック営業体制」からなる「エリア・ブロック営業体制」を

敷いております。合併後は、営業店の地域管理の一元化と営業活動の効率化等の

ために重複店舗の統廃合を進め、１５年１０月から１７年３月末にかけて４２店

舗の統廃合を実施しました。 

うち２１店舗が「エリア営業体制」実施地区であり、このため、店舗統廃合と

同時並行でエリア内外のテリトリー調整を行うとともに、地域管理の強化とエリ

ア営業の効率化のため、法人・個人のコア顧客層を各中核店および担当地域サテ

ライト店に移管いたしました。 

また、「ブロック営業体制」実施地区の２１店舗の業務継承店では、その規模、

重要性が拡大しており、地域営業戦略を見極めながら、基盤・業容拡大を図って

いくこととしております。 

さらに、店舗の立地環境に対応した機能特化型の店舗に変換していくため、エ

リア営業体制の個人店舗（１カ店）を支店から出張所に変更いたしました。１７

年度以降は、リテール営業の強化と対面による法人営業の強化を合わせて実現す

るため、店舗の営業スタイルの見直しを実施し、地域シェアアップに努めてまい

ります。 

また、１６年７月以降に長崎県内４カ所に新設した住宅ローン専用窓口「住宅

ローンプラザ」では、１７年３月末までに１０６億円の新規案件を受け付けまし

た。 

 

 ｂ．個人向けローンへの取組強化 

１６年５月に保証リトライ型へ全面的にリニューアルした個人向けローン「し

んわふれあいローンアルファ」は、１７年３月末で１，４０７件１０億円の新規

実行を行っており、１６年８月に発売した新型リフォームローン「増改築の達人」

は、１７年３月末で１１２件３億円の新規実行となっております。 
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 ｃ．事業性貸出への取組強化 

１６年４月に長崎県および福岡県で取り扱いを開始した保証協会との提携融資

商品は、１７年３月末実績で２５０億円の実行となっており、優良中小企業を対

象とする「ビジネスファンド２００４」は、１７年３月末実績で１００億円の実

行となっております。 

また、市場性貸出は、１７年３月末実績で９０億円を新規実行いたしました。 

体制面では、事業性貸出の推進管理体制をさらに強化するため、１６年８月よ

り店質区分上の地域統括店３店舗と法人強化店３店舗を融資推進強化店に指定し、

一定規模以上の地域内中小企業に対する取組みを強化いたしました。さらに、本

部関係部長を構成員とし、中小企業向け貸出の計画対比の進捗状況確認と対策を

検討する「中小企業向け貸出対策協議会」に、この融資推進強化店６カ店の営業

店長をメンバーに加え、地元企業の資金ニーズ動向や他金融機関の情報等、現場

の意見を吸い上げ、施策への反映、案件掘り起こしを強化しております。 

 

 ｄ．役務手数料収入の強化 

１６年度下期の投資信託及び個人年金保険に係る役務手数料は、それぞれ２２０

百万円（前年同期比１５５百万円増加）、１４７百万円（前年同期比６百万円増加）

となっております。 

 

 ② 経営合理化策の促進 

１７年３月末の役員数は前期比５名減少して１５名、１７年３月期の役員報酬・

賞与は前期比７２百万円減少して２０６百万円となっております。 

従業員数は、早期退職優遇制度などにより中高年層の退職を進めたこと、および自

然退職者が増えたことなどから、１６年３月末比２１１名減少し２，１２５名となり

計画（２，２３０名）を達成いたしました。 

人件費は、人員の減少や退職金制度の変更による費用減少等により、計画の大幅な

達成を見込んでいましたが、時間外手当の計画以上の増加により、計画（持株会社＋

子銀行：１７４億円）比で１億円少ない１７３億円となりました。 

店舗は、１０支店２出張所の統廃合と１支店の出張所化を実施いたしましたの

で、店舗数は予定どおりの１２６カ店となりました。 

なお、店舗外ＡＴＭは３カ所の廃止と６カ所の設置（うち４カ所については統

廃合店舗への設置）を行いましたので設置箇所数は１７５カ所となりました。引

き続き、その稼動状況等を検討して効率的で適正なＡＴＭ網を構築してまいりま

す。 

これらに加え、通常経費の削減努力により、物件費は前期比５億円減少して  

１３８億円となりました。 

 

 ロ．責任ある経営体制の確立のための方策 

 

 ○ 経営健全化計画のフォローアップ体制の強化等 

グループ全体の経営に関する事項等について協議、決定する機関である「グル

ープ経営会議」、子銀行設置の「業務計画推進会議」、当社設置の「中小企業向け
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貸出対策協議会」において、経営健全化計画の進捗状況のフォローアップを行っ

ております。 

グループ経営会議は、取締役会からの委託を受け、週１回開催され、経営健全

化計画の履行状況報告（月１回）、子銀行業務計画推進会議報告（月２回）、中小

企業向け貸出対策協議会報告（月１回）を受け、計画の履行状況、進捗状況の把

握・評価を行い、推進上の問題点を把握し対応策を指示しております。 

当グループでは、グループ経営会議を頂点とする経営健全化計画フォローアッ

プ諸会議の機能を強化し、経営健全化計画を確実に履行するための具体的方策の

検討・協議とその確実な実践を図っていくこととしており、その体制を強化して

まいります。 

また、各役員の責任の明確化、意思決定の迅速化を図るとともに、経営の透明

性を高めるため、外部の専門家３名（弁護士、公認会計士、人材育成コンサルタ

ント）で構成する「業務諮問委員会」を平成１６年１１月に子銀行に設置し、  

１６年１１月と１７年２月に本委員会を開催いたしました。本委員会は、四半期

毎にその結果を取締役会に報告・提言いたしております。 

 

 ハ．配当等により利益の流出が行われないための方策等 

 

 ① 基本的考え方 

当グループは、より一層の収益力の強化と業務再構築による効率性を追求し、利

益の積上げによる自己資本の充実を図ることを基本方針とし、引き続き、地域金融

機関として地元経済の発展に資するべく、健全経営の維持に努めております。 

 

② 配当、役員報酬、賞与についての考え方 

配当につきましては、収益の状況や、内部留保の蓄積による自己資本の充実度、

将来にわたる安定配当、配当利回りの状況等の観点から総合的に検討してまいりま

す。 

役員報酬につきましては、既に段階的に削減しております。今後も抑制を図って

まいります。また、利益処分による役員賞与は、全額カットを継続しております。 

 

 ニ．財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策 

 

 ① 各種リスクの管理 

各種リスクの管理につきましては、リスク管理を経営の重要課題と位置付け、

管理体制の充実・強化に取組んでおります。 

持株会社においては、リスク管理委員会を四半期ごとに開催し、子銀行からの

リスク管理に関する報告を通じて状況を統括的に把握しております。 

また、子銀行においてもリスク管理委員会を定期的に開催し、各種リスクの状

況把握と体制整備に関する協議を実施しております。 

今後もグループ一丸となったリスク管理の充実・強化に努め、健全かつ適切な

業務運営に努めてまいります。 
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 ② １７年３月期の与信費用について 
不良債権処理につきましては、「リレーションシップバンキングの機能強化の

ためのアクションプログラム」の「集中改善期間」として事業再生支援に集中的
に取組みましたが、地域経済の状況が依然として厳しいこともあり不良債権の圧
縮は満足できるレベルに達しませんでした。 
こうしたなか、今般発表された「地域密着型金融の機能強化の推進に関するア

クションプログラム」の第一の柱である「事業再生と中小企業金融の円滑化」に
スピードをもって取組むため、１７年３月期において、特に大口の破綻懸念先に
対して将来の再生コスト等をあらかじめ織り込んで引当を強化することといたし
ました。これに伴い発生した与信関連費用の要因は以下のとおりです。 

 

ａ．地価下落要因 

主要営業基盤である長崎県の１７年３月国土交通省発表の地価の状況は、  

▲８．１％と依然として全国平均を上回る下落率となっております。このため、

地価下落による追加引当として２３億円を計上いたしました。 

 

ｂ．債務者区分劣化要因 

地域経済回復の遅れの影響による取引先中小企業の業績悪化や倒産が発生して

おり、債務者区分劣化による追加引当は１９９億円となりました。 

 

ｃ．バルクセール 

不良債権の最終処理を目的としたバルクセールに伴う与信費用（主として売却

時の２次ロス）として、１６年度は２１億円発生しております。 

 

ｄ．破綻懸念先への引当強化 
未保全部分が１０億円以上ある破綻懸念先に対して、これまでの「貸倒実績率」

から引当基準を変更して、未保全部分からキャッシュフローにより回収可能な部
分を除いた残額に全額引当を実施することといたしました。 
また、現在再生計画が進捗している先で、将来的な再生コストが見込まれる先

については、そのコスト全額を引当てることとしました。 

不良債権処理要因 （億円）
16/3期 17/3期 17/3期
実績 計画 実績 計画比

地価下落要因 25         25         23         ▲1       
債務者区分要因 460       125       190       65         

区分劣化 476       135       199       64         
区分改善 ▲15      ▲10      ▲8       1           

債権放棄要因 4           -           -           -           
バルクセール要因 31         10         21         11         
その他（担保見直し） 12         -           6           6           
その他（実績率変動） ▲5       -           8           8           
その他（引当方法変更） -           -           153       153       
償却・個別貸倒引当金計 528       160       404       244       
一般貸倒引当金 54         -           57         57         
その他（ＤＥＳに係る株式償却） -           -           29         29         
与信関連費用計 583       160       491       331       
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この変更に伴い１５３億円の追加引当を行いました。 

ｅ．ＤＥＳ実施先の減損処理 

デット・エクイティ・スワップ実施先の優先株式に対する減損処理として２９

億円を計上いたしました。 

ｆ．一般貸倒引当金 

一般貸倒引当金は、５７億円の追加引当を行いました。 

追加引当の内容は主として要管理先の対象残高の増加に伴うものです。 

 

 ③ 与信管理強化について 

１６年３月期に与信費用が計画を大きく上回ったことから、１７年３月期以降

は大口与信先の残高管理を徹底することとしました。具体的には与信残高５０億

円以上の先についてクレジットラインを定め、長期的に圧縮を行っていく方針で

取組んでまいりました。 

１７年３月末現在でクレジットライン設定先の残高は３,７２２億円と１６年

３月末比２１３億円圧縮をすることができました。 

また、与信先の管理は審査部および管理部が所管し、そのうち大口特定先や特

定業種先につきましては審査部企業再生グループが与信管理および企業再生に向

けた支援を行っておりましたが、大口与信先の管理・モニタリングの強化および

事業再生に向けた取組みのさらなるスピードアップを目指して、１７年２月に本

部組織の改正を行いました。具体的には大口与信先の管理・モニタリング・事業

再生を所管する専担部署を審査部から独立させて事業金融部として新設し、大口

債務者の分析・審査・管理・再生支援・モニタリングを集中的に行うことにより

債務者の与信管理と事業再生に十分な効果を目指すことといたしました。 

 

 ④ 不良債権への対応 

１７年３月期での不良債権残高はリスク管理債権ベースで１,９６１億円（１６年

３月比▲２１８億円）、貸出金に占める割合は１０．７２％（同▲０．７４ポイント）

となりました。（いずれも親和銀行単体ベース） 

不良債権の圧縮手法としてはこれまでの直接償却、部分直接償却、バルクセー

ル、担保不動産の売却等による債権回収等の手段や１６年４月にオリックスと共

同で組成した九州広域企業再生ファンドの活用を行ってまいりました。 

なお、債権放棄等により取引先の支援を行う場合に際しては、経済合理性・経

営責任・社会的影響の３つの原則について十分な検討を行った上で実施しており

ます。 

 

 ⑤ 自己資本向上策 

１７年３月期において、親和銀行が２０５億円の当期損失を計上したことにより、

親和銀行単体の自己資本比率は５．３３％となりました。 

自己資本につきましては、着実な剰余金の積上げを図り、配当や役員賞与につい

ては、業績等を踏まえて検討することとし、内部留保の蓄積に努めてまいります。 

なお、資本政策による新たな資本増強につきましても、積極的に検討してまいります。 
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 (2) 業務再構築等の進捗状況 

 

 イ．個人および中小企業等リテールマーケットをコアにした営業戦略 

 

 ① 新しい仕組みの構築 

 

 ａ．ダイレクトバンキングシステムの構築 

個人向けダイレクトチャネルサービス「しんわアクセス」は、平成１７年３月

末の契約者数が約８０千名となっており、前年同月比約１０千名の増加となって

おります。また、１７年２月から土日の休日営業を開始しており、さらに利便性

の高いサービスを提供してまいります。 

なお、法人取引先に対しては、１６年４月に法人インターネットバンキング「しん

わ Biz ダイレクト」のサービス提供を開始し、１７年３月末の契約者数が     

約２，８６４社となっております。 

 

 ｂ．ＡＴＭネットワーク 

１６年度下期は、低稼働または重複した店舗外ＡＴＭを３カ所廃止し、新たに

高稼働が見込める２カ所、および店舗統廃合を行った店舗のうち高稼働が見込め

る２カ所と店舗空白地区の２カ所に新設いたしました。これにより、１７年３月

末の店舗外ＡＴＭ設置数は、１６年３月末比２カ所減少して１７５カ所となりま

した。 

今後も、利便性向上と業務効率化を両立するため、コンビニＡＴＭおよび店舗

外ＡＴＭの廃止・新設・移転を推進してまいります。 

 

 ｃ．顧客ニーズへの対応強化 

１５年４月に長崎・福岡に「営業支援室」を新設し、付加価値の高い情報提供

や提案にスピーディに対応できる体制を整備いたしました。その結果、営業支援

機能を活用したお客さまへの情報提供件数は、１６年度下期は３５６件となり、

前年同期比７３件の増加となっております。 

引き続き、個人のお客さまに対しては、「住宅ローンプラザ」の増設や相談窓口

の充実などにより、資産運用や各種ローン、年金などのさまざまなご相談に的確

に対応してまいります。また、法人のお客さまには、社債発行や株式公開支援な

どの金融ニーズに加えて、経営相談や情報提供などの事業ニーズにも積極的に対

応してまいります。 

 

 ② 具体策 

 

 ａ．中小企業 

中小企業向け貸出については、外部保証会社との提携スピードローンを取扱開

始し、優良法人取引先に限定した融資ファンドを設定するなど積極的な推進を図

ってまいりました。 

１６年度上期は、１６年４月から中小企業信用リスク情報データベース（ＣＲ
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Ｄ）審査モデルを活用して、保証協会と提携した「無担保」、「第三者保証不要」、

「迅速な審査」を特徴とする顧客利便性の高い商品を長崎県および福岡県で取

扱開始し、１７年３月末で２５０億円の実績となっております。また、高格付

先の新規開拓・融資シェアアップを主眼とした特別ファンドの販売も行い、  

１７年３月末現在で２３７件１００億円の実績となっております。 

今後は、「法人ビジネスセンター」など営業チャネルの整備を図り、ＣＲＤ審

査モデルの有効活用による事業性スピードローンの開発に着手するなど、さらに

中小企業向け貸出の推進を強化すると同時に、対面営業では引き続き、法人取引

先に対する課題解決型営業スタイルの定着を図り、事業ニーズも含めた経営相談

機能を強化することにより、顧客基盤の拡充と資金調達ニーズの掘り起こしを実

現してまいります。 

また、優良法人取引先に対する私募債の受託にも引き続き積極的に取組んでま

いります。 

 

 ｂ．個人 

 

  ○住宅ローン 

住宅ローンについては、「金利優遇キャンペーン」や事前審査対象業者の拡大

を実施するなど新規案件の取り込みによる長期的な収益確保を目指して積極的

な推進を図ってまいりました。 

１６年度下期に、１６年７月より設置した住宅ローン専用窓口「住宅ローンプ

ラザ」を更に１カ所新設（累計４カ所）して、顧客利便性の向上および住宅関連

業者への営業活動強化を図りました。また、１７年１月に近隣他行との商品差別

化を図るため、住宅ローンの商品改定（所得制限・勤続年数の緩和、がん診断給

付金特約付等）や、給振など一定条件を満たした顧客に限定した全期間金利優遇

キャンペーンを実施（１７年２月）し、住宅関連融資商品の充実と住宅ローン推

進施策を実施いたしました。今後は、１７年４月よりスタートした「審査管理シ

ステム」の導入により、更なる住宅ローンの取り込み強化を実施してまいります。 

 

  ○預り資産 

投資信託と個人年金保険については、１５年度下期から本格的に全店取扱を開

始して積極的な推進を図ってまいりました。 

１６年度下期は、当行専用投資信託商品「しんわ初夢ファンド」を発売し、そ

の販売額が５７億円に達するなど、投資信託の販売実績は９５億円（前年同期比  

２１億円増加）となりました。また、個人年金保険は５６億円（前年同期比    

１１億円減少）の販売実績となりました。引き続き、顧客の資産運用ニーズに幅

広い商品で対応しながら、今後も預り資産ベースでの取引推進に積極的に取組ん

でまいります。 
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 ロ．管理会計の確立とその活用 

 

 ① 収益管理 

新収益管理制度を平成１７年度から施行するに先立ち、制度内容の周知徹底と

早期定着を図るため、１７年２～３月にかけ計２回、６カ所において新制度の説

明会を実施いたしました。 

また、１７年３月に新制度の考え方に基づき、「リスク・コスト調整後利益」ベ

ースの１７年上期の利益計画を策定いたしました。各営業店は、「リスク・コスト

調整後利益」計画値達成のため、①正常債権ベース貸出残高の増強、②信用リス

クに見合った貸出金利の適用、③役務利益の増強、④保全強化または取引先のラ

ンクアップによる信用コストの削減、⑤経費削減等の諸施策を推進していくこと

になります。 

 

 ② ＡＬＭ 

ＡＬＭ管理手法の高度化につきましては、現在金利リスクの管理手法として採

用しているマチュリティーラダー法、ギャップ法、ＢＰＶ法、シミュレーション

法に加え、ＶａＲ法、ＥａＲ法を導入するためのシステム開発を終了し、現在試

行運用中です。新手法の採用により、資産・負債の価格変動リスク及び期間損益

の変動リスクをさらに総合的に評価、管理することが可能となるため、銀行の体

力に見合ったリスクテイクによる収益の安定化を図るＡＬＭ管理態勢を構築して

まいります。 

 

 (3) 経営合理化の進捗状況 

 

① 役員数 

平成１７年３月末の役員数は、前年度比５名減少して１５名となり、計画どお

りとなっております。 

 

② 従業員数 

１７年３月末の従業員数は、早期退職優遇制度などによる中高年層の退職、およ

び自然退職者が増えたことなどにより１６年３月末比２１１名減少し、２，１２５

名となりました。 

③ 店舗・ＡＴＭ 

１６年度下期に１０カ店２出張所の統廃合と１カ店の出張所化を行いましたの

で、１７年３月末では計画どおり１２６カ店１２出張所となりました。 

なお、店舗外ＡＴＭは稼働率の低い箇所を中心に３カ所の廃止と、６カ所の設

置（うち４カ所は店舗統廃合にともなう廃止店舗への設置）を行いました。 

これにより、店舗外ＡＴＭ設置数は１６年３月末比２カ所減少の１７５カ所と

なりました。 
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 ④ 人件費 

１７年３月期の人件費は、人員の減少および退職金制度変更に伴う費用の減少

を主因として、前期比１２億円減少し１７３億円となり、計画である１７４億円

を達成いたしました。 

うち給与・報酬は１０２億円となり前期比３億円減少したものの、時間外手当

の大幅増加により、計画（９９億円）は未達成となりました。 

平均給与月額についても、時間外手当の大幅な増加により３６２千円となり、

計画（３４０千円）は未達成となりました。 
 
 ⑤ 役員報酬・賞与 

１７年３月期の役員報酬・賞与は２０６百万円、うち役員報酬は２００百万円、

うち役員賞与は６百万円（使用人部分のみ）であり、いずれも計画は達成いたし

ました。 

 

 ⑥ 物件費 

１７年３月期の物件費は、新札対応費用５億円の計上などの増加要因があった

ものの、合併効果の現れとさらなる通常経費の縮減により、前期比５億円減少の

１３８億円でありました。 

なお、システム投資を表す機械化関連費用は５５億円、また、除く機械化関

連費用は８３億円でありました。 

 

 (4) 不良債権処理の進捗状況 

平成１５年度・１６年度はリレーションシップバンキングの機能強化に全力を

上げ取組むこととしましたが、不良債権問題についても最重要課題として位置付

け、不良債権のオフバランス化に向け、直接償却・部分直接償却の実施、バルク

セール、デット・エクイティ・スワップの実施、企業分割による処理、九州広域

企業再生ファンドの活用などを進めてまいりました。 

この結果、不良債権残高は、金融再生法開示債権ベースで１７年３月末現在、  

１,９７４億円となり、１５年３月末比２４５億円、圧縮することができました。 

しかしながら、債権合計に対する不良債権比率は、１７年３月末現在、     

１０．６１％で１５年３月末比０．２５ポイントの圧縮にとどまっております。

これは、親和銀行の主要営業基盤である長崎県を中心に地域経済の状況が依然と

して厳しく、企業の財務内容改善が思うように改善しなかったことに加え、資金

需要の低迷を背景に分母である債権合計が２年間で１,８１３億円減少したこと

が影響しております。 

また、債権放棄等により取引先の支援を行う場合に際しては、経済合理性・経

営責任・社会的影響の３つの原則について充分な検討を行った上で実施しており

ます。 
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 (5) 国内向け貸出の進捗状況 

１７年３月期は、一部の業種において地元企業の業績回復は見られたものの

全体として回復基調とは言えず、依然として企業の資金需要は低迷したため、

中長期固定ローンの弾力的な取り扱いや行内の推進管理態勢を強化するなど

の施策を講じ、企業・個人への資金供給に積極的に努めました結果、以下のと

おり中小企業向け貸出金の目標を達成いたしました。 

１７年３月末の実績は、国内貸出が前期末比７２７億円減少（前年同期は 

１，０５８億円減少）して１８，２８７億円（計画比▲７１４億円）でありま

した。その内訳は、中小企業向け貸出（地方３公社向け貸出を除く）が前期末比

４４８億円減少（前年同期は７９１億円減少）して１１，６８０億円（計画比▲

４６８億円）、個人向け貸出が前期末比８６億円減少（前年同期は１５８億円減少）

して４，０５４億円（計画比▲１７３億円）、その他貸出が前期末比１９２億円減

少（前年同期は１０８億円減少）して２，５５３億円となりました。 

なお、１７年３月期は、地域経済の回復テンポが依然として低調であったもの

の、既存取引先に加え新規先の発掘強化に努めてまいりました。具体的には、「ス

ピード審査」「無担保」「第三者保証不要」を特徴とする信用保証協会との提携商

品「パワーアップ」（長崎県：２０２億円）「元気フクオカ」（福岡県：４８億円）

の発売や、優良法人向け融資商品「ビジネスファンド：１００億円」の取り扱い

など、積極的な商品開発と新たなセグメントへのアプローチを強化した結果、実

勢ベースの当期貸出金増減額は１４５億円の減少（計画比▲１３２億円、前年同期

は４０８億円の減少）いたしましたが、そのうち中小企業向け貸出は、８０億円

の増加（計画比＋６０億円の増加、前年同期は１２８億円の減少）でありました。 

 

なお、１７年３月末における中小企業向け貸出については、早期健全化法に規

定されている中小企業向け貸出の趣旨に反するような貸出は含まれておりません。 

 

 (6) 配当政策の状況及び今後の考え方 

 

 ① 配当政策の状況 
当社の子会社である親和銀行は、平成１６年３月期に３４３億円、１７年３月

期に２０５億円の損失を計上いたしました。そのため、親和銀行の時価純資産額
は、当社設立時（１４年４月）から３年間で５６７億円減少することとなり、当
社が保有する親和銀行株式の価額が取得原価の９４６億円に比べ著しく低下する
ことから、同行株式の含み損の損失処理を行いました。 

中小企業向け貸出金の推移 （億円）
１５年３月期中 １６年３月期中 １７年３月期中

１５年３月末 増減実績 １６年３月末 増減実績 １７年３月末 増減実績
実績残高 上：上期 実績残高 上：上期 実績残高 上：上期

下：通期 下：通期 下：通期
▲ 410 ▲ 384 ▲ 197

145 ▲ 128 80

（注）期中増減は実勢ベースを算出するうえで考慮すべき要因考慮後であります。

12,920 12,128 11,680
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これにより、当社単体の税引後当期利益は▲５６６億円となり配当可能利益が
なくなるため、誠に遺憾ながら優先株式ならびに普通株式への期末配当は見送る
こととなりました。 

 

 ② 今後の考え方 

配当につきましては、収益の状況や、内部留保の蓄積による自己資本の充実度、

将来にわたる安定配当、配当利回りの状況等の観点から総合的に検討してまいり

ます。 

役員報酬につきましては、すでに段階的に削減しております。今後も抑制を図

ってまいります。また、利益処分による役員賞与は、全額カットを継続してまい

ります。 

 

 (7) 当期利益の計画比大幅未達について 

今回の損失計上は、新たなプログラムを睨み、引き続き地元取引先の事業再生

に積極的に取組み、これからも力強く地域経済を支えていくために不可欠の措置

ではございましたが、不良債権問題への対応が遅れたことで、平成１６年３月期

において業務改善命令を受けたにも拘わらず、経営健全化計画に係る１７年３月

期の収益目標と実績とが大幅に乖離したこと、また、公的資金による優先株式に

所定の配当がなされなかったことから、１７年７月２２日に業務改善命令を受領

いたしました。 

当社は、業務改善命令を受領するに至った事態を真摯に受け止め、１８年３月

期以降の業績回復と優先株式の配当を確実なものとするため、以下の抜本的収益

改善策等を織り込んだ経営の健全化のための計画を策定し着実に実施してまいり

ます。 

 

イ．抜本的な収益改善に向けた取組みについて 

 

① 収益力の強化 

個人マーケットや法人マーケットにおける核となる収益源を明確にし、当該分

野への集中的営業推進により資金利益を確保すると共に、役務収益機会の拡大に

より業務粗利益を増強してまいります。さらに、新収益管理システムの活用によ

り、リスクとコストを意識した収益マインドを培い、営業活動における行動面で

の改革を図ってまいります。 

 

ａ．個人マーケットへの取組み 

相談機能やチャネルサービスの充実を柱とする個人リテール強化策に徹底し

て取組み、お客さまに支持していただける各種サービスの充実を通じて、安定的

な収益基盤を構築してまいります。 

 

(a) 個人向けローンの推進強化 

（住宅ローンの増強） 

住宅取得にかかる相談窓口や住宅販売業者との営業拠点となる「住宅ローンプ



 

17 

ラザ」の充実や、新たに導入したスコアリングモデルによる「住宅ローン審査管

理システム」の活用により、住宅ローン見込情報力の強化・顧客ニーズへのクイ

ックレスポンス化・住宅ローン事務の効率化を進め、営業力の強化を図ってまい

ります。 

（消費性ローンの推進） 

顧客ニーズにマッチした非対面・スピード審査等の機能を有した新商品開発に

取組むとともに、インターネットやモバイル等のダイレクトチャネルの利用を促

進し、効率的な営業力の強化を図ってまいります。 

 

(b) リテール営業専門店舗への転換 

既存のフルバンキング型店舗から新しいコンセプトのリテール営業専門店舗

「しんわプラス」への転換を促進し、店舗ネットワークの戦略性や効率性を高め

てまいります。同店舗では、営業時間の延長・窓口待ち時間の短縮や相談受付窓

口の充実など、利便性の高い各種サービスの提供によって、リテール顧客基盤の

拡充を図ってまいります。 

 

ｂ．法人マーケットへの取組み 

課題解決型営業の強化を図り、円滑な資金供給と付加価値サービスの提供によ

って顧客基盤の拡充と収益性の高い中小企業取引を実現してまいります。 

 

(a) 中小企業向け貸出の増強 

地元の中小企業・個人事業主に対しましては、地域金融機関の最も重要な経営

基盤として、積極的に取引強化を図っております。特に中小企業向け貸出の増強

において成果を発揮しており、地元企業への円滑な資金供給に努めております。 

今後も引き続き、各種法人向け融資商品ラインアップの充実や信用保証協会と

の提携商品の販売強化を図り、本部・営業店が一体となってマーケットに応じた

諸施策に積極的に取組んでまいります。 

 

(b) 法人向けチャネルの整備・強化 

新たに「法人ビジネスセンター(仮称)」を設置し、地元中小企業・個人事業主

への比較的小規模かつ定型的な資金ニーズに対して、電話やＦＡＸを利用したス

ピーディな対応によるリテンション営業の強化を図ってまいります。また、法人

インターネットバンキングやＥＢサービス等による資金決済サービスの取引拡

充を図り、安定的取引基盤の増強に努めてまいります。 

 

(c) 役務収益増強への取組み 

コンビニＡＴＭ等のＡＴＭネットワークを活用したキャッシングサービス等

の提携先増加や、投資信託や保険商品等の販売体制を強化し、さらなる役務取引

の増強を図ってまいります。 
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(d) 新収益管理制度導入による収益管理強化 

１７年４月より運用を開始した「新収益管理制度」によって、部門別・営業店

別・顧客別に、「金利リスク」「信用リスク」「経費」を勘案した「経常利益」ベ

ースでの収益管理を実施しております。本制度を業績評価、稟議制度、マーケテ

ィング、商品戦略等に活用し、これまで以上にリスクとコストに見合った収益の

確保を推進してまいります。 

 

② 経営合理化 

親和銀行は、九州銀行との平成１４年４月の当社設立による経営統合および 

１５年４月の合併によって、システム統合や店舗の統廃合等に取組み統合効果の

最大化に努めるとともに、経営健全化計画に記載した経営合理化策を着実に履行

し、徹底した経営効率化を図ってまいりました。 

この結果、１７年３月期の経費は、当社設立前の１４年３月期の４１５億円か

ら８１億円圧縮の３３３億円となり大幅な削減効果を発揮しております。 

また、経営効率の指標であるコアＯＨＲは、１４年３月期の６９．４６％から

９．５１ポイント改善し、５９.９５％と地銀上位の水準となっております。 

今後は、２期連続の経営健全化計画の大幅未達、普通株式・優先株式の配当見

送りという事態を招いたことを踏まえ、経営の効率化・合理化をさらに徹底し、

２１年３月期のコアＯＨＲ５５％台を目指してまいります。 

 

ａ．人件費の削減 

人員削減や成果主義の導入による給与体系の見直しによって、１７年３月期の

人件費は１７１億円となり、１４年３月期比４７億円の圧縮となっております。 

今後は、優先株式無配期間中における賞与抑制など追加的な対応を含め、さら

に踏み込んだ人件費の抑制に努めてまいります。 

 

(a) 人員数 

人員数については、１７年３月末で２,１２５名とし、１４年３月末比６６１名

の削減を実施しております。 

１８年３月末の人員数は２，０７０名を見込んでおりますが、今後は、現行計

画で掲げた２０年３月末の２,０００名を、営業店体制の見直しや本部組織・業務

の効率化を前倒しで行うことで、さらに削減を進めてまいります。また、パート

化の促進により、１７年３月末のパート比率２６.２％を２１年３月末には３５％

程度まで増加させてまいります。 

経　　費

331
341

314
333

350

395
415

250

300

350

400

450

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

（
億
円

）

現行計画

実績・見込

（親和銀行単体）



 

19 

 

(b) 給与体系の見直しおよび行員賞与の抑制 

給与体系につきましては、１５年４月の銀行合併時に、実力・成果主義に基づ

く人事制度を取り入れ、定期昇給や家族手当等を廃止し、人基準ではなく仕事基

準（役割と役職）で給与が決まる体系とし、成果によって賃金格差がつく制度に

見直しております。今後は、新収益管理制度を行員の処遇に組み込むことで、評

価の納得性を高めるとともに、より業績が反映される制度としてまいります。 

行員賞与につきましては、１７年３月期はモデル賞与（年間４カ月分程度）か

ら４．４％をカットしておりましたが、このたびの経営健全化計画の２期連続未

達ならびに優先株式無配を踏まえて、優先株式無配期間中は削減幅を拡大し、モ

デル賞与から５０％カットした水準（年間２カ月分程度）といたします。５０％

カット後の賞与は、ピークであった１０年３月期比７０％程度の減少となります。 

なお、年間賃金ベースではピーク比３０％程度の減少となります。 

 

ｂ．物件費の削減 

店舗統廃合やシステム統合等の合併効果の発揮や大幅な経費の削減によって、

平成１７年３月期の物件費は１４２億円となり、１４年３月期比３２億円の圧縮

を図っております。今後も最大効果を狙った戦略的支出を行いながら、物件費の

抑制に努めてまいります。 

国内店舗数（出張所除く）につきましては、合併による重複店舗の統廃合によ

り１４年３月末比４２カ店の削減を実施しております。今後は、フルバンキング

店舗のリテール営業専門店舗への転換を促進し、より戦略的な店舗ネットワーク

に再構築して、さらなる効率化を図ってまいります。 

なお、１８年３月末の店舗数は１２１カ店を見込んでおります。 

 

 

 

人員数

2,160
2,230

2,125

2,336
2,582

2,786

2,070
1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

（
人

）

現行計画
実績・見込

店舗数

126 126

121

168 166
153

100

120

140

160

180

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

（
店

）

現行計画
実績・見込
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 ③ 不良債権問題の解決および信用リスク管理強化 

平成１７年３月期は、不良債権問題に区切りをつけ、これからも力強く地域経

済を支えていくためではありましたが、与信関連費用が計画を大きく上回り、経

営健全化計画の２期連続未達ならびに優先株式無配という事態を招きました。 

ついては、かかる反省を十分に踏まえ、①「大口与信管理強化」、②「不良債権

残高圧縮に対する取組み強化」、③「不良債権新規発生防止に向けた信用リスク管

理体制の強化」、④「牽制機能の発揮」に取組み、不良債権問題の解決ならびに信

用リスク管理強化を図ってまいります。 

 

ａ．大口与信管理強化 

大口特定先への与信偏重を是正するため、１６年４月より与信限度額管理およ

びクレジットラインによる大口先の管理強化に取組んでおり、クレジットライン

設定先全体で２１３億円の残高圧縮につながりました。 

また、大口先が集中する特定業種については、業種別審査制を実施し専担審査

役を配置して、「業種別審査マニュアル」を策定し判断基準の目線の統一化を図

っております。 

今後は、大口先の事業計画や資金計画、地価下落の影響等を充分考慮し、実現

可能性の高い圧縮計画を策定するとともに、保全強化・引当強化にも努め、徹底

した進捗管理を行ってまいります。 

 

ｂ．不良債権残高圧縮に対する取組み強化 

取引先企業の事業再生については、１７年３月までの「集中改善期間」の実績

を踏まえ、「事業金融部」（１７年２月設置）が中心となり、これまで以上に踏み

込んで実効性のある有効な再生策を講じてまいります。 

また、企業再生支援等の取組強化策の一環として、関係当局の認可等を前提に

１７年度上期に会社分割により企業再生専門子会社を設立する予定です。 

企業再生専門子会社では、外部ノウハウ等を活用することで、企業再生支援等

に集中的に取組んでまいります。 

これらの取組みにより、金融再生法開示債権を１７年３月末の１，９７４億円

（比率１０．６１％）から２１年３月末には開示債権額を半減し、不良債権比率

５％台前半を目指してまいります。 

 

ｃ．不良債権新規発生防止に向けた信用リスク管理体制の強化 

債務者の業況変化を適時に把握し、与信審査や管理回収業務を機能的に運営し

ていくことを目的に「格付・自己査定システム」を更改いたします。これにより、

自己査定が実質的に常時実施されることになるため、債務者の業況変化や延滞の

発生などを即時に反映した債権管理が可能となります。 

また、地銀協での共同プロジェクトである信用リスク定量化システムが１７年

度上期から運営開始されることに伴い、債務者別や業種別、格付別の信用リスク

把握が可能となり、与信ポートフォリオ管理はもちろん、ガイドライン金利や基

準金利の算定、格付システムの高度化に取組んでまいります。 

なお、１７年２月に、審査部から企業再生専担部署である事業金融部を分離す
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ることで、審査部は案件審査と中間管理に特化する体制としております。 

 

ｄ．牽制機能の発揮 

信用リスク管理体制を強化する目的で「外部の視点」を強化します。 

これにより融資審査会、常務会および取締役会における執行部門の判断の高度

化と透明性・客観性確保を目指してまいります。 

具体的には、銀行業務に精通した公認会計士などの外部専門家等により構成す

る「信用リスク管理委員会（仮称）」を新設いたします。 

審議の内容は、企業再生スキームの検討、不良債権最終処理の方向性の検討、

格付・自己査定基準等の改廃、償却・引当基準等の改廃などを予定しております。 

 

ｅ．今後の与信関連費用の見込み 

１７年３月期に将来の企業再生コストを見据えた貸倒引当金を計上したことで、

今後の企業再生にかかる与信関連費用の増加は限定的なものとなりますが、地域

経済の低迷が続いていることから、中小企業を中心とした企業倒産や業況悪化の

備えならびに地価下落やバルクセールに伴う損失発生も織り込む必要があります。 

このような考えに基づき、１８年３月期以降の与信関連費用については、地域

の「事業再生と中小企業金融の円滑化」に取組むために十分な金額を見積もり、

地域経済を力強く支えていくための態勢を整えます。 

 

④ 資本政策 
自己資本比率の早期回復策として、１７年５月、当社は、みずほ証券株式会社

に全額割当てるかたちで、２５百万株の「新株予約権」を発行いたしました。本
新株予約権は、当初行使価額で約５０億円相当となりますので、全額行使後は当
社連結自己資本比率が約０．３％向上いたします。 
これらに加えて１００～２００億円程度の資本増強を図るとともに、１８年３

月期以降の利益による内部留保の確実に積上げることで、自己資本比率を早期に
回復させ、２１年３月期には自己資本比率８％台を目指してまいります。 
なお、関係当局の認可等を前提に親和銀行の子会社として設立予定の企業再生

専門子会社には、外部資本が導入される見込みですので、これも連結自己資本比
率の向上に繋がります。 

ロ．責任ある経営体制の確立 

このたびの２期連続の経営健全化計画の大幅未達、普通株式・優先株式の配当

見送りという事態を招きましたことは、経営管理面における実効性が充分に発揮

できなかったためと認識しております。かかる反省を踏まえ、以下のとおり経営

与信関連費用

200

491
583

16/3 17/3 18/3

（
億
円

）
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陣の経営責任を明確にするとともに管理態勢を強化し、責任ある経営体制を構築

してまいります。 

 

① 経営責任の明確化 

今般の経営責任を明確にするため、経営トップは、当社の代表取締役社長職お

よび親和銀行の代表取締役頭取職を退任することといたしました。 

なお、頭取職については１７年６月に退任いたしましたが、地域金融や顧客へ

の影響を考慮し、社長職の退任については１年後とし、その間、当面無報酬のも

と、円滑な経営交替とともに当グループの経営基盤の充実等に全力をあげること

といたします。 

 

 ② 役員処遇の見直し 

当社および親和銀行の役員処遇については、２期連続の経営健全化計画の大幅

未達、普通株式・優先株式の配当見送りという事態を踏まえ、役員報酬は、従前

の報酬の削減率（▲１２％～▲１８％）を優先株式復配までの間さらに拡大し、

２５％～４８％の削減といたしました。 

さらに当社社長については、当面の間、１００％の月額報酬の削減を実施し、

他の当社および親和銀行の１６年度から引き続き就任する役付役員についても 

３０％～７０％の削減を実施いたしております。 

なお、利益処分による役員賞与については引き続き支給しておりません。 

 

③ 役員数の削減 

当社および親和銀行の役員数については、１７年３月末の１５名体制を１４名

体制に見直し、経営体制のスリム化とガバナンスの強化を図ってまいります。 

なお、そのうち１名は、親和銀行に社外から取締役を招聘することを検討して

おります。 

 

④ 役員の職務における責任分担の明確化 

当社および親和銀行を兼職する取締役を削減し、それぞれの職務に専任する体

制を強化して、経営管理と業務執行の責任分担の明確化を図り、責任ある経営体

制の確立を目指してまいります。 

 

⑤ ガバナンス体制の強化 

抜本的収益改善策を確実に履行するため、親和銀行において、外部の視点によ

る牽制機能の充実を図り、ガバナンス体制を強化してまいります。 

 

ａ．執行部門に対する監査体制の強化 

業務監査体制を見直し、執行部門に対する牽制機能の強化を図るため､現行の

「業務監査委員会」を抜本的に改組し、「監査委員会（仮称）」を設置いたします。 

同委員会では、業務執行の適法性のみならず、業務執行の適切性（資産査定監

査等も含む）の観点からも監査機能の充実を図り、取締役会への報告を通じて、

業務執行全般の適切性・透明性を確保してまいります。 
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同委員会の構成員は、銀行業務に精通した外部の専門家等を招聘し、構成員の

過半数を外部（社外）といたします。 

また、内部監査部門である監査部をその直轄組織とすることで、同委員会によ

る執行部門に対する牽制機能の実効性を確保するとともに、内部監査部門の執行

部門からの独立性を高めてまいります。 

 

ｂ．信用リスク管理体制の強化 

新たに信用リスク管理に焦点を絞って、その業務の適切性を外部の視点から審

議する「信用リスク管理委員会（仮称）」を設置いたします。 

同委員会は、審議結果を取締役会に意見を具申することで牽制機能を発揮し、

信用リスク管理にかかる執行部門の判断の適切性・透明性を確保してまいります。 

同委員会の構成員には、銀行業務に精通した外部の専門家等を招聘いたします。 

 

ｃ．社外から取締役の任用を検討 

親和銀行に招聘を検討している社外からの取締役については、その任用によっ

て、取締役の業務執行に対する外部の視点からの監督機能強化を図ってまいりま

す。 

 

 (8) その他経営健全化計画に盛り込まれた事項の進捗状況 
 
イ．責任ある経営体制の確立 

 

 ① 経営健全化計画のフォローアップ体制の強化 

経営健全化計画につきましては、取締役会のもと次の諸会議において履行状況

のフォローアップならびに具体的方策の検討・協議を行い、確実な実践を図って

おります。その会議体は、グループ全体の経営に関する事項等について協議、決

定する機関である「グループ経営会議」、子銀行設置の「業務計画推進会議」、及

び当社設置の「中小企業向け貸出対策協議会」であります。 

「業務計画推進会議」は、平成１６年３月に経営健全化計画のフォローアップ

体制の強化を図るために設置したもので、原則月２回開催し、経営健全化計画に

基づき策定した親和銀行の業務計画・総合予算について、実績の進捗確認・分析

ならびに対応策を検討しております。 

「中小企業向け貸出対策協議会」は、原則月１回開催し、中小企業向け貸出残

高の推移等に基づき、計画の達成と地域への円滑な資金供給に向けた対応策を検

討しております。 

 

 ② 業務諮問委員会の設置 

経営の透明性、客観性を高めるため、１６年１１月に、外部の弁護士、公認会

計士およびコンサルタント各１名の３名で構成する「業務諮問委員会」を設置い

たしました。本委員会は１６年１１月、１７年２月、１７年５月の計３回開催さ

れ、本計画の履行状況等について客観的な評価を行い、四半期毎にその結果を取

締役会に報告・提言いたしております。 
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 ③ 経営体制のスリム化と責任の明確化 

当グループでは、経営のガバナンス機能の強化に向け、持株会社による経営管

理体制の強化と責任の明確化に取組んでおります。 

 

 ａ．持株会社による経営管理体制の強化 

当社は、グループ経営の基本運営体制を定めた「グループ運営管理規定」に基

づき、子会社の重要事項について持株会社への報告を義務付けております。 

また、１６年４月に持株会社内の組織および業務分掌を見直し、子会社の経営

管理に重点を置く体制としております。 

今後も、持株会社による指示・指導の強化を図り、グループの一体感を高めて

まいります。 

 

 ｂ．役員数の削減による責任の明確化 

経営体制については、１６年６月に役員数を２０名から５名削減し、各役員の

責任を明確にするとともに、意思決定の迅速化を図りました。 
 
 ロ．リレーションシップバンキング機能強化計画の具体的取組 
 

 ① 経営改善・早期事業再生に向けた取組み 

 

 ａ．経営改善支援取組先の管理（モニタリング） 

親和銀行では、平成１７年３月期を、リレーションシップバンキングにおける

集中改善期間の最終年度であり、前年度に経営改善支援取組先とした５２７先に

対する各々の改善スキームの仕上げ期間と位置付けておりました。 

業務上の対応としては、営業店と本部の意思疎通及び債務者の状況に関する情

報を共有するため、各種往復（報告）書式の充実を図り、特に、各営業店の大口

与信先（上位５社～１０社）には、営業店長用の「訪問記録簿」を制定し､支店長

自ら大口与信先とのリレーションを強化していくとともに、案件審査や自己査定

等へも活用しております｡この経営改善支援取組先５２７先のうち、１６年度に 

８４先（うち１６年度下期１７先）が債務者区分のランクアップを果たしており

ます。 

 

 ｂ．大口取引先のグループ企業への取組み 

また、経営改善支援取組先のうち、大口取引先のグループ企業の一部について

は、公認会計士・税理士・弁護士等の外部専門家の協力を受け、グループ全体の

調査・分析を行ってその実態を把握し、合理的再編・集約等による合理的な経営

改善計画の策定を行っており、今後も指導および管理を強化してまいります。 

 

 ｃ．事業再生ファンドへの取組み 

１６年４月に、オリックスをファンドパートナーとし、複数の九州地銀が出資

する共同ファンド「九州広域企業再生ファンド」へ正式に出資しました。同ファ

ンドは各行の共通債務者の再生及び再生後の出口ファイナンスの促進等に非常に
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有効な働きが期待できます。 

１７年３月期中に５２億円を同ファンドに売却(オフバランス化)したほか、非メ

イン行の債権を同ファンドで集約してメイン行である親和銀行と協調して再生を

図る手法等で、１社（債権額４０億円）が要管理先からその他要注意先へランク

アップいたしました。 

 

 ② 担保・保証へ過度に依存しない融資の促進 

１５年度に、中小企業信用リスク情報データベース（ＣＲＤ）運営協議会のス

コアリング審査モデルを活用した「無担保」「迅速審査」による信用保証協会との

提携融資の取り扱い準備を行い、１６年４月より長崎県および福岡県の各信用保

証協会提携商品の取り扱いを開始し、顧客ニーズにマッチした商品として販売実

績は好調に推移しております。 

 

 ③ 顧客説明態勢の整備 

１６年６月、与信取引にかかる債務者等への説明態勢の整備の一環として、融

資規程総則に「顧客説明義務」として新たに規程を追加し社内規程の整備を行い

ました。規程を配付するとともに事務取扱についても一部改訂を行い、行内研修

の実施により周知徹底を図ることで実施態勢の構築に取組みました。また、説明

態勢の実効性を確保するために、監査部の監査要領に顧客説明義務の遵守状況の

項目を追加し、内部牽制機能の発揮に努めることとしております。 

相談苦情処理機能と説明態勢の連携に関しては、融資規程に苦情処理の管理態

勢、対応および報告態勢について定め、説明不足等に起因する与信取引上の苦情

への適切な対応とトラブルの未然防止に努めることとしております。 

 

 ハ．子会社・関連会社の状況 

子会社・関連会社については、合併後、「収益力の強化」、「業務の効率化」、「グ

ループ総合力の発揮」を目的として、各社の経済合理性に基づく存在価値を見極

めた上で統合・再編することとし、平成１５年７月に「関連会社業務再構築プロ

ジェクト」を立ち上げ、具体的な事業再編を推進してまいりました。 

まず、しんわシステムサービス（株）を、１６年６月にグループ外の企業に株式

譲渡して一般会社とし、当社の子会社・関連会社から外しました。同じく、九州ユ

ニオンクレジット（株）も、１６年７月に当社の関連会社である西九州保証サービ

ス（株）の１００％子会社とし、当社の子会社から関連会社といたしました。なお、

九州ユニオンクレジット（株）のクレジットカード業務は、１６年１１月にユーシ

ーカード（株）へ営業譲渡し、同社は既存保証業務の管理のみを行うことといたし

ました。しんわディーシーカード（株）は、１６年７月に当社が８５％の株式を保

有する子会社とするとともに、１７年３月には同社長崎営業所を閉鎖し同本社へ統

合いたしました。また、１６年７月、リース業務を専業とする大成ファイナンス（株）

を親和リース（株）と社名変更のうえ、親和銀行の１００％子会社とし、同社の支

援・育成をより強化することといたしました。 

これに伴い、子銀行を除く当社の子会社・関連会社は８社となりました。 

 



 

26 

 ニ．地域経済における位置付けについて 

親和銀行は、長崎県を中心に福岡県・佐賀県の北部九州地域を主要営業基盤と

し、なかでも、長崎県においては、預金シェア３８．７％、貸出金３７．７％   

（１７年３月末現在）となっており、地域金融機関として重要や役割を担ってい

ます。また、中小企業・個人との取引は、１７年３月末現在で貸出金全体の   

８７．２％を占めております。これは、地域の中小企業・個人事業者や個人のお

客さまに対し、円滑な資金供給を心掛けてきた結果であり、今後ともその姿勢を

継続し、地域の発展に寄与してまいります。 

長崎県内の地方公共団体との取引において、県および５２市町村のうち、

８２．７％にあたる地方公共団体と指定金融機関契約等を締結しております。

その内訳は、指定金融機関契約３２先、指定代理金融機関契約１１先となってお

り、地方公共団体との取引を通じて地域社会の発展に寄与しております。 

さらに、長崎県庁・長崎市役所・佐世保市役所への支店設置のほか、多数の市

町村に行員を派出するなど、行政さらには地域の皆さまへのサービス提供に積極

的に取り組んでおります。 

 

また、長崎県の外郭団体である（財）長崎県産業振興財団との共同出資により、

１３年８月に総額２億円で設立したベンチャー企業向け投資ファンドの投資実

績は、１７年３月末現在で１０件２６５百万円となっております。 

 

 ホ．劣後債の引受け又は劣後ローンによる貸付けその他の方法による子会社の財務内

容の健全性の確保 

株式会社九州親和ホールディングスは、グループの自己資本充実を目的として、

劣後債又は劣後ローンその他の方法による資金調達を行うことがありますが、当

該資金は子会社の財務内容の健全性を確保するため、子会社が発行する社債の引

受け又は子会社への貸付金に使用されるものであります。 

以 上 

（平成１７年３月末日）
指定契約数 　32先　（61.5％）

指定代理契約数 　11先　（21.2％）
計 　43先　（82.7％）

　・県内52地方公共団体中
　・交替制は指定契約数に含む
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(図表１－１)収益動向及び計画［株式会九州親和ホールディングス］
持株会社 １４年４月設立

15/3月期 16/3月期 17/3月期 17/3月期
実績 実績 計画 実績

(規模)<資産、負債は平残、資本勘定は末残> (億円)

総資産 1,231 1,269 1,269 1,218

貸出金 - - - - 

有価証券 1,221 1,246 1,247 1,201 ※１

総負債 100 0 0 0

資本勘定計 1,272 1,266 1,265 695 

資本金 350 350 350 350 

資本準備金 896 836 836 836 

その他資本剰余金 - 60 60 59 

利益準備金 - - - - 

剰余金（注） 27 20 19 ▲ 549 ※２

自己株式 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 

(収益) (億円)

経常利益 27 13 1 1 ※３

受取配当金 27 11 - - ※３

経費 6 3 3 3 ※４

人件費 4 2 2 1 ※４

物件費 1 1 1 1 ※４

特別利益 - - - - 

特別損失 - - - 567 

税引前当期利益 27 13 1 ▲ 566 

法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 

法人税等調整額 ▲ 0 0 - ▲ 0 

税引後当期利益 27 12 0 ▲ 566 

（配当）  （億円、円、％） 

配当可能利益 26 79 78 ▲ 491 

配当金総額（中間配当を含む） 17 3 3 1 ※５

普通株配当金 15 - - - ※５

優先株配当金＜公的資金分＞ 1 3 3 1 ※５

優先株配当金＜民間調達分＞ - - - - 

１株当たり配当金（普通株） 5.00 - - - 

同（第１回優先株） 6.27 12.50 12.50 6.25 

配当率（優先株＜公的資金分＞） 0.627 1.250 1.250 0.625 

配当率（優先株＜民間調達分＞）  -  -  -  - 

配当性向 62.97 29.73 492.51  - 

(経営指標) 　　　　（％）

ＲＯＥ(当期利益/資本勘定<平残>) 2.46 0.99 0.06 ▲ 57.79 ※６

ＲＯＡ(当期利益/総資産<平残>) 2.21 0.99 0.05 ▲ 46.52 ※６

（注）利益剰余金のうち、利益準備金以外のもの。

備考
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（状況説明） 

 

（規模） 

※１ 有価証券 

子銀行株式の減損処理を５６７億円行った結果、前期比４５億円減少いたしま

した。 

 

※２ 剰余金（末残） 

１６年度中間配当（優先株式のみ）１億円を実施し、子銀行株式の減損処理に

より税引後当期利益が▲５６６億円となったため、前期比５７０億円減少いたし

ました。 

 

（収益） 

※３ 経常利益、受取配当金 

営業収益が、子銀行からの受取配当金がなく受託手数料の４億円となり、経費

が３億円でしたので経常利益は前期比１１億円減少の１億円となりました。 

 

※４ 経費 

経費は人員が前期より６名減少したため、人件費１億円、物件費１億円となり、

経費合計は前期比３２百万円減少の３億円でありました。 

 

（配当） 

※５ 配当金 

１６年９月期の中間配当は、子銀行業績に鑑み普通配当を見合わせ、優先配当

のみ予定どおり実施いたしました。１７年３月期の期末配当は当社が当期純損失

となりましたことから、普通配当及び優先配当ともに見送ることにいたしました。 

 

（経営指標） 

※６ ＲＯＥ、ＲＯＡ 

前述の説明のとおり、税引後当期利益が当期純損失となりましたことから、Ｒ

ＯＥ、ＲＯＡはそれぞれ▲５７．７９％、▲４６．５２％となりました。 
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(図表１－１)収益動向及び計画［15/3月期は２行合算：親和銀行+九州銀行、16/3月期から合併後親和銀行］
15/3月期 16/3月期 17/3月期 17/3月期

実績 実績 計画 実績
(規模)<資産、負債は平残、資本勘定は末残> (億円)

総資産 27,172 26,422 25,789 25,451 
貸出金 19,318 19,030 18,306 17,902 ※１
有価証券 4,557 4,737 5,099 5,062 ※１
特定取引資産 - - - - 
繰延税金資産<末残> 442 423 423 395 ※２
総負債 25,841 25,135 24,782 24,354 
預金・ＮＣＤ 24,564 24,187 23,490 23,307 ※３
債券 - - - - 
特定取引負債 - - - - 
繰延税金負債<末残> - - - - 
再評価に係る繰延税金負債<末残> 193 171 171 164 
資本勘定計 1,383 1,074 988 845 ※４
資本金 532 209 209 209 
資本準備金 338 623 375 375 ※４
その他資本剰余金 - - - - 
利益準備金 121 121 121 121 
剰余金（注） 75 ▲ 248 29 ▲ 193 ※４
土地再評価差額金 285 253 253 241 ※４
その他有価証券評価差額金 30 114 - 90 ※４
自己株式 - - - - 

(収益) (億円)
業務粗利益 614 577 565 618 ※５
資金運用収益 607 576 557 549 ※５
資金調達費用 44 36 32 34 ※５
役務取引等利益 31 32 35 37 ※５
特定取引利益 - - - - 
その他業務利益 19 4 5 66 ※５
国債等債券関係損(▲)益 16 2 4 63 ※５
業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 218 226 224 285 ※６
業務純益 207 171 224 228 ※６
一般貸倒引当金繰入額 11 54 - 57 ※６
経費 395 350 341 333 ※７
人件費 201 183 172 171 ※７
物件費 172 147 147 142 ※７
不良債権処理損失額 156 528 160 404 ※８
株式等関係損(▲)益 ▲ 15 10 - 0 ※９
株式等償却 33 2 - 35 ※９
経常利益 29 ▲ 356 61 ▲ 178 ※１０
特別利益 23 14 12 35 ※１１
特別損失 21 19 25 30 ※１１
法人税、住民税及び事業税 14 0 19 2 
法人税等調整額 1 ▲ 18 - 29 ※１２
税引後当期利益 14 ▲ 343 29 ▲ 205 ※１２

（配当）  （億円、円、％） 
配当可能利益 75 ▲ 248 29 ▲ 193 ※１３
配当金総額（中間配当を含む） 39 - 19 - ※１４
普通株配当金 37 - 15 - ※１４
優先株配当金＜公的資金分＞
優先株配当金＜民間調達分＞ 1 - 3 - ※１４

親１5.50
九 3.75

配当率（優先株＜公的資金分＞） － － － － 
配当率（優先株＜民間調達分＞） 0.625 － 1.250 － 
配当性向 265.98 － 65.67 － 

（注）利益剰余金のうち、利益準備金以外のもの。

備考

※１４１株当たり配当金（普通株） - 5.00 - 
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（状況説明） 

（規模） 

※１ 貸出金、有価証券（平残） 

貸出金は、地域経済の回復テンポが依然として低調であり、企業の資金需要に

ついても弱含みでありましたが、既存の取引先に加え新規先の発掘強化に努めて

まいりました結果、計画比４０３億円減少の１７，９０２億円（前期比      

▲１，１２７億円）となりました。 

有価証券は、国債の購入および運用多様化を目的とした外貨建債券の購入を積

極的に進めた結果、５，０６２億円（前期比＋３２４億円）となりました。 

※２ 繰延税金資産（末残） 

繰延税金資産は、資本の良質化の観点から、収益見通しを保守的に見積もり、

資産計上額を圧縮いたしました結果、１７年３月期は３９５億円(前期比  

▲２７億円)となりました。 

※３ 預金・ＮＣＤ（平残） 

預金・ＮＣＤは、企業売上低迷による法人預金歩留まりの減少、個人を中心と

する満期到来金利優遇定期預金の再獲得抑制および地方交付税交付金の減少によ

る公金預金の落ち込み等から、計画比１８２億円減少の２３，３０７億円（前期

比▲８７９億円）となりました。 

※４ 資本（末残） 

１７年３月期決算および土地再評価差額金の取崩しを反映して、剰余金が▲

１９３億円、土地再評価差額金が２４１億円となり、その他有価証券差額金を

９０億円計上したため、資本合計は計画比１４３億円減少の８４５億円（前期

比▲２２９億円）となりました。 

 

（収益） 

※５ 業務粗利益、資金利益、役務取引等利益、その他業務利益 

資金利益は、貸出金の平残の未達を主因に、計画比９億円減少の５１５億円（前

期比▲２５億円）となりました。 

役務取引等利益は預り資産の増強により、計画比２億円増加の３７億円（前期

比＋５億円）となり、その他業務利益は債券売却等により６６億円を計上したた

め、業務粗利益は計画比５３億円増加の６１８億円（前期比＋４１億円）となり

ました。 

※６ 業務純益（一般貸倒引当金繰入前）、業務純益、一般貸倒引当金繰入額 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は、計画比６１億円増加の２８５億円（前

期比＋５９億円）と債券売却益に加え、経費の減少が大きく貢献いたしました。 

一般貸倒引当金繰入額は、要管理先の残高および引当率の上昇を主因に５７億

円の繰入となりました。 

結果、業務純益は計画比４億円増加の２２８億円（前期比＋５６億円）となり

ました。 
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※７ 経費 

人件費が計画比０．６億円減少の１７１億円（前期比▲１２億円）、物件費が計

画比５億円減少の１４２億円（前期比▲５億円）と、いずれも計画以上の改善と

なりました。 

人件費は、中高年の出向・転籍等による人員の大幅削減、物件費は店舗統廃合

と通常経費の削減が主な要因であります。 

結果として、経費は計画比８億円減少の３３３億円（前期比▲１７億円）とな

りました。 

※８ 不良債権処理損失額 

不良債権処理損失額は、企業再生支援の強化やオフバランス化の促進および将

来の企業再生コストに対する引当などにより、計画比２４４億円増加の４０４億

円（前期比▲１２４億円）を計上いたしました。一般貸倒引当金繰入額およびＤ

ＥＳに伴う株式償却額２９億円と合わせた与信費用の合計は４９１億円となりま

した。なお、特別利益の償却債権取立益３０億円まで加味した実質総与信費用は

４６０億円であります。 

※９ 株式等関係損益 

株式等関係損（▲）益は、株式等償却で３５億円（前期比＋３２億円）計上し

たものの、株式市況の好転を反映して株式等売却益３６億円を計上したため、  

０．３億円（前期比▲９億円）の利益計上となりました。 

※１０ 経常利益 

以上の結果、経常利益は計画比２４０億円減少の▲１７８億円（前期比＋１７７

億円）となりました。 

※１１ 特別利益、特別損失 

特別利益は、償却債権取立益３０億円、子会社株式売却益３億円等により３５

億円となりました。特別損失は、退職給付会計基準変更時差異の償却６億円、遊

休不動産の処分や減損処理２２億円などにより３０億円を計上いたしました。 

※１２ 法人税等調整額、当期利益 

以上の結果、税引前当期利益は▲１７３億円となり、法人税等調整額２９億円

を計上いたしましたので、税引後当期利益は計画比２３４億円減少の▲２０５億

円（前期比＋１３８億円）となりました。 

（配当） 

※１３ 配当可能利益 
配当可能利益は、税引後当期利益が▲２０５億円となったものの、遊休土地の

処分や減損処理によって土地再評価差額金を１１億円取崩すことから▲１９３
億円となりました。 

※１４ 配当金 

１６年９月期の中間配当は、剰余金がないため、普通配当および優先配当とも

実施いたしませんでした。１７年３月期の期末配当も実施いたしません。 
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(図表１－１)収益動向及び計画［15/3月期は２行合算：親和銀行+九州銀行、16/3月期から合併後親和銀行］
15/3月期 16/3月期 17/3月期 17/3月期

実績 実績 計画 実績
(経営指標) （％）

資金運用利回(A) 2.39 2.31 2.30 2.31 ※１５ 
貸出金利回(B) 2.79 2.69 2.65 2.67 ※１５ 
有価証券利回 1.48 1.32 1.37 1.39 ※１５ 
資金調達原価(C) 1.76 1.58 1.57 1.55 ※１６ 
預金利回(含むNCD)(D) 0.13 0.10 0.08 0.07 ※１６ 
経費率(E) 1.61 1.45 1.45 1.42 ※１６ 
人件費率 0.82 0.75 0.73 0.73 ※１６ 
物件費率 0.70 0.61 0.62 0.60 ※１６ 
総資金利鞘(A)-(C) 0.63 0.73 0.73 0.75 ※１７ 
預貸金利鞘(B)-(D)-(E) 1.05 1.14 1.12 1.16 ※１７ 
非金利収入比率 8.23 6.41 7.23              16.73
ＯＨＲ（経費／業務粗利益） 64.42 60.77 60.36 53.85 ※１８ 
ＲＯＥ(一般貸引前業務純益/資本勘定<平残>) 17.31 18.42 21.72 29.75 ※１８ 
ＲＯＡ(注1) 0.80 0.86 0.88 1.13 ※１８ 
修正コア業務純益ＲＯＡ（注2） 0.75 0.85 0.86 0.88

（注1）15/3月期は（一般貸引前業務純益/総資産＜平残＞)、16/3月期以降は（一般貸引前業務純益/（総資産－支払承諾見返）＜平残＞)

（注2）（一般貸引前業務純益-国債等債券損益-子会社配当等）/（総資産－支払承諾見返）＜平残＞

備考
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（状況説明） 

（経営指標） 

※１５ 資金運用利回、貸出金利回、有価証券利回 

貸出金利回は、新規貸出金利が引き続き低下傾向にあるものの、既存貸出先

の金利プライシングの取組みなどにより、計画比０．０２ポイント上昇の  

２.６７％（前期比▲０．０２％）となりました。有価証券利回は、株式配当

金の増加と運用多様化を目的とした外債購入により、計画比０．０２ポイント

上昇の１.３９％（前期比＋０．０７％）となりました。 

結果、資金運用利回は計画比０．０１ポイント上昇の２.３１％となりました。 

 

※１６ 資金調達原価、預金利回、経費率 

預金利回は、金利優遇定期預金の漸進的縮小と流動性預金の増強を推進した結

果、計画比０．０１ポイント低下の０.０７％（前期比▲０．０３％）となりま

した。 

経費率は、経費の削減を反映して計画比０.０３ポイント低下の１．４２％（前期

比▲０．０３％）となりました。内訳は、人件費率が計画どおりの０．７３％（前

期比▲０．０２％）、物件費率が計画比０．０２ポイント低下の０．６０％（前期

比▲０．０１％）となりました。 

結果、資金調達原価は計画比０.０２ポイント低下の１．５５％（前期比   

▲０．０２％）となりました。 

 

※１７ 総資金利鞘、預貸金利鞘 

以上から、総資金利鞘は計画比０．０２ポイント改善の０．７５％（前期比  

＋０．０２％）、預貸金利鞘は計画比０．０４ポイント改善の１．１６％（前期

比＋０．０２％）と、それぞれ改善いたしました。 

 

※１８ ＯＨＲ、ＲＯＥ、ＲＯＡ 

ＯＨＲは、計画比６．５１ポイント改善の５３．８５％（前期比▲６．９２％）、

ＲＯＥは計画比８．０３ポイント改善の２９．７５％（前期比＋１１．３３％）、

ＲＯＡは計画比０．２５ポイント改善の１．１３％（前期比＋０．２７％）と

なりました。 
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（図表１－２）収益動向　（連結ベース）　［親和銀行］

16/3月期 17/3月期
実績 実績

(規模)<末残> (億円)
総資産 26,031 25,566
貸出金 18,996 18,265
有価証券 5,085 5,132
特定取引資産 - - 
繰延税金資産 424 395
総負債 24,952 24,720
預金・ＮＣＤ 23,773 23,459
債券 - - 
特定取引負債 - - 
繰延税金負債 - - 
再評価に係る繰延税金負債 171 164
少数株主持分 1 0
資本勘定計 1,077 845
資本金 209 209
資本剰余金 623 375
利益剰余金 ▲ 123 ▲ 71
土地再評価差額金 253 241
その他有価証券評価差額金 114 90
為替換算調整勘定 - - 
自己株式 - - 

(収益) (億円)
経常収益 682 738
資金運用収益 576 549
役務取引等収益 71 70
特定取引収益 - - 
その他業務収益 6 68
その他経常収益 27 50
経常費用 1,036 918
資金調達費用 36 34
役務取引等費用 34 33
特定取引費用 - - 
その他業務費用 0 1
営業経費 361 340
その他経常費用 603 508
貸出金償却 5 9
貸倒引当金繰入額 542 431
一般貸倒引当金純繰入額 54 57
個別貸倒引当金純繰入額 488 374
経常利益 ▲ 353 ▲ 179
特別利益 14 34
特別損失 21 30
税金等調整前当期純利益 ▲ 360 ▲ 176
法人税、住民税及び事業税 0 2
法人税等調整額 ▲ 18 29
少数株主利益 0 0
当期純利益 ▲ 342 ▲ 207
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（図表２）自己資本比率の推移（国内基準）
［15/3月期は２行合算：親和銀行+九州銀行、16/3月期から合併後親和銀行］

（単体） (億円)
15/3月期 16/3月期 17/3月期 17/3月期

実績 実績 計画 実績

資本金 532 209 209 209 
うち非累積的永久優先株（注1） 150 

資本準備金 338 375 375 181 ※１
その他資本剰余金 － － － － 
利益準備金 121 121 121 121 

任意積立金 33 － － － 
次期繰越利益 29 － 9 － 
その他 － － － － 

うち優先出資証券 － － － － 
その他有価証券の評価差損 － － － － 

自己株式 － － － － 
営業権相当額 － － － － 

TierⅠ計 1,055 706 716 512 ※１

(うち税効果相当額) (  442) (  423) (  423) (  395) ※２
有価証券含み益 － － － － 
土地再評価益 215 191 191 182 ※３

一般貸倒引当金 106 102 98 95 ※３
永久劣後債務 － － － － 
その他 － － － － 

Upper TierⅡ計 321 293 290 278 
期限付劣後債務・優先株 49 49 45 45 ※４

その他 － － － － 
Lower TierⅡ計 49 49 45 45 
TierⅡ計 370 342 335 323 ※４

（うち自己資本への算入額） (  361) (  329) (  317) (  305) ※４
TierⅢ － － － － 
控除項目 2 2 2 2 

自己資本合計 1,414 1,033 1,031 815 

リスクアセット 17,038 16,336 15,814 15,279 ※５
オンバランス項目 16,706 15,983 15,454 14,981 ※５
オフバランス項目 332 353 360 297 

その他（注2） － － － － 

自己資本比率 8.30 6.32 6.52 5.33 

TierⅠ比率 6.19 4.32 4.52 3.35 
（注1）親和銀行の合併後の資本金は株式種類毎に区分できないため、資本金の内訳の金額は記載

    しておりません。

（注2）マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額であります。

備考
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（状況説明） 

 

※１ 資本準備金、ＴｉｅｒⅠ計 

資本準備金は、剰余金が１９３億円の欠損となったことから計画比１９３億円

減少の１８１億円（前期末比▲１９３億円）となっております。ＴｉｅｒⅠは、

さらに１６年度中間配当および期末配当とも実施しなかったことから、計画比２

０３億円減少の５１２億円（前期末比▲１９３億円）となっております。 

なお、資本準備金については、今後の財務政策上の柔軟性を確保することを目

的として、その他資本剰余金へ９４億円を振替える予定としております。 

 

※２ 税効果相当額 

税効果相当額は、繰延税金資産の説明で述べたとおり、前期末比２７億円減少

して３９５億円となりました。 

 

※３ 土地再評価益、一般貸倒引当金 

土地再評価益は、遊休不動産の売却や減損処理等により計上額が前期末比８億

円減少して１８２億円となりました 

貸倒引当金は、リスクアセットの減少から計画末比３億円減少の９５億円（前

期末比▲６億円）となりました。 

 

※４ 期限付劣後債務、ＴｉｅｒⅡ 

期限付劣後債務である劣後ローンの自己資本への算入額が前期末比９億円減少

して（残高は変わらず。）２７億円となりました。 

以上からＴｉｅｒⅡの自己資本算入額は計画比１２億円減少の３０５億円

（前期末比▲２４億円）となり、控除項目２億円を除いた自己資本合計額は、計

画比２１５億円減少の８１５億円（前期末比▲２１８億円）となりました。 

 

※５ リスクアセット 

リスクアセットは、貸出金の減少によりオンバランス項目が計画比４７３億円

減少したこと、およびオフバランス項目が計画比６２億円減少したことにより、

計画比５３５減少の１兆５，２７９億円（前期末比▲１，０５７億円）となりま

した。 

結果、自己資本比率は計画比１．１９ポイント低下の５．３３％（前期末比    

▲０．９９％）、ＴｉｅｒⅠ比率は計画比１．１７ポイント低下の３．３５％（前期

末比▲０．９７％）となりました。 
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（図表２）自己資本比率の推移（国内基準） [持株会社（連結）]

（連結） (億円)
15/3月期 16/3月期 17/3月期 17/3月期

実績 実績 計画 実績

資本金 350  350  350  350  

うち非累積的永久優先株 150  150  150  150  

資本剰余金 896  896  896  896  
利益剰余金 ▲ 10  ▲ 358  ▲ 340  ▲ 571  

連結子会社の少数株主持分 1  1  0  0  

うち優先出資証券 － － － － 
その他有価証券の評価差損 － － － － 

自己株式 ▲ 7  ▲ 7  ▲ 5  ▲ 5  ※１

為替換算調整勘定 － － － － 
営業権相当額 － － － － 

連結調整勘定相当額 － － － － 

その他 － － － － 
TierⅠ計 1,230  881  900  670  

(うち税効果相当額) ( 357 ) ( 320 ) ( 320 ) ( 297 )

有価証券含み益 － － － － 

土地再評価益 － － － － 
一般貸倒引当金 104  100  97  93  

永久劣後債務 － － － － 

その他 － － － － 
Upper TierⅡ計 104  100  97  93  

期限付劣後債務・優先株 49  49  45  45  

その他 － － － － 
Lower TierⅡ計 49  49  45  45  

TierⅡ計 153  149  142  138  

（うち自己資本への算入額） (  144 ) (  136 ) (  124 ) (  120 )
TierⅢ － － － － 

控除項目 2  2  2  2  

自己資本合計 1,372  1,016  1,022  789  

(億円)
リスクアセット 16,778      16,081      15,565      15,021      

オンバランス項目 16,446      15,727      15,205      14,724      

オフバランス項目 332          353          360          297          
その他（注） -            -            -            -            

(％) (％)

自己資本比率 8.17 6.31 6.57 5.25 
TierⅠ比率 7.33 5.48 5.78 4.46 

（注）マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額であります。

備考



 

38 

（状況説明） 

 

※１ 自己株式 

関連会社の統合・再編により、九州ユニオンクレジット（株）が当社連結子会社

でなくなったため、同社が保有している当社株３億円が不算入となりました。 
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(図表６)リストラの推移及び計画

［15/3月期は３社合算ベース：持株会社＋親和銀行＋九州銀行

　　　　　　　　　　　　　16/3月期からは２社合算ベース：持株会社＋親和銀行]

15/3月末 16/3月末 17/3月末 17/3月末 備考

実績 実績 計画 実績

(役職員数)

役員数 (人) 24 20              15           15           ※１

うち取締役（（ ）内は非常勤） (人) 18 15              11           11           

うち監査役（（ ）内は非常勤） (人) 6(2 ) 5(2 ) 4(2 ) 4(2 )

従業員数(注) (人) 2,582 2,336          2,230       2,125       ※２

(注)事務職員、庶務職員合算。在籍出向者を含む。嘱託、パート、派遣社員は除く。

(国内店舗・海外拠点数)

国内本支店(注１) (店) 166 153            126          126          ※３

海外支店(注２) (店) -           -               -             -             

(参考)海外現地法人 (社) -           -               -             -             

(注１)出張所、代理店、インストアブランチ、払込専門支店、共同利用ＡＴＭ管理専門支店を除く。

(注２)出張所、駐在員事務所を除く。

15/3月期 16/3月期 17/3月期 17/3月期 備考

実績 実績 計画 実績

(人件費)

人件費 (百万円) 20,559 18,605        17,424      17,338      ※４

うち給与・報酬 (百万円) 12,238 10,572        9,900       10,265      

平均給与月額 (千円) 352 333            340          362          ※５

(注)平均年齢 　３８歳８カ月（平成17年3月末）。

(役員報酬・賞与)

役員報酬・賞与(注1) (百万円) 345 278            210          206          ※６

うち役員報酬 (百万円) 335 269            203          200          

役員賞与 (百万円) 10 9               7             6             

平均役員(常勤)報酬・賞与 (百万円) 14 14              14           14           

平均役員退職慰労金（注2） (百万円) 32 26              30           12           
(注1)人件費及び利益処分によるものを合算。また、使用人兼務の場合、使用人部分含む。利益処分による役員賞与については

　　計画上織り込まず、当該年度の利益処分にてその都度検討する。

(注2)役員退職慰労金は、現時点において想定される当該年度の退任役員に対する支払予定額を基礎として算出している。

(物件費)

物件費（注１） (百万円) 16,757 14,411        14,478      13,833      ※７

うち機械化関連費用(注２) (百万円) 6,296 4,814          5,658       5,500       

除く機械化関連費用 (百万円) 10,460 9,596          8,820       8,333       
（注１）持株会社および傘下銀行との内部取引を控除している。
（注２）リース等を含む実質ベースで記入している。

(人件費＋物件費)

人件費＋物件費 (百万円) 37,316 33,017 31,902 31,171
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（状況説明） 

 

※１ 役員数 

１７年３月末の役員数は、前期末比５名減少して１５名となり、計画を達成し

ております。 

 

※２ 従業員数 

１７年３月末の従業員数は２，１２５名であり、計画（２，２３０名）を達成いた

しました。 

 

※３ 国内店舗数 

１６年度下期は１０支店の廃止と１支店の出張所化を実施いたしましたので、

店舗数は１２６カ店となりました。 

 

※４ 人件費 

従業員数の減少により、人件費は計画に対して大幅な達成を見込んでいまし

たが、時間外手当が計画以上に増加したことにより、人件費実績は計画   

（１７４億円）より１億円少ない１７３億円となりました。 

「うち給与・報酬」につきましては、時間外手当が計画以上に増加したこと

によって１０２億円となり、計画（９９億円）を達成できませんでした。 

１８年３月期以降は、業務効率化を図り時間外勤務を極力少なくすることな

どにより、人件費計画ならびに「うち給与・報酬」計画を達成してまいります。 

 

※５ 平均給与月額 

１６年９月期の履行状況報告時点では、１７年３月期の平均給与月額の計画 

（３４０千円）の達成を見込んでいましたが、その後、時間外手当が計画以上に

増加したことにより、平均給与月額は３６２千円となって、計画を達成できませ

んでした。 

１８年３月期以降は、業務効率化を図り時間外勤務を極力少なくすることなど

により、平均給与月額計画の達成してまいります。 

 

※６ 役員報酬・賞与 

１７年３月期の役員報酬・賞与は２０６百万円、うち役員報酬は２００百万円、

うち役員賞与は６百万円（使用人部分のみ）であり、計画はいずれも達成いたし

ました。 

 

※７ 物件費 

物件費は、物件費削減プロジェクトによる通常経費の圧縮や合併効果により計

画６億円改善の１３８億円（前期比▲５億円）となりました。 
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(図表７)子会社・関連会社一覧　(注１)
(億円)

会社名 設立年月 代表者 主な業務
直近
決算

（注３）

総
資
産

借
入
金

うち
子銀
行分
（注２）

資本
勘定

うち
子銀
行出
資分

経常
利益

当期
利益

連結又は
持分法の

別

しんわ
ディーシーカード㈱

S63/07月 高木　祥光 クレジット
カード業務

H17/03月 23 16 16 5 0 1 1 連結

親和
ビジネスサービス㈱ S58/10月 池田　義行 銀行事務

代行業務
H17/03月 1 - - 1 0 ▲ 0 ▲ 0 連結

しんわ
不動産サービス㈱ H04/11月 岩佐　光和 銀行担保不動

産の評価業務
H17/03月 0 - - 0 0 ▲ 0 ▲ 0 連結

㈱親和経済文化研究所 H13/04月 麻生　孝昭 調査･研究
業務

H17/03月 0 - - 0 0 0 0 連結

親和リース㈱ H.01/12月  林　　義啓 リース業務 H17/03月 23 22 22 0 0 0 ▲ 0 連結

しんわ
ベンチャーキャピタル㈱

H08/07月 岩佐　光和 株式公開
支援業務

H17/03月 0 - - 0 0 0 0 連結

西九州保証サービス㈱ S59/06月 中村　英明 信用保証業務 H17/03月 43 - - 4 0 ▲ 0 ▲ 0 持分法

九州
ユニオンクレジット㈱ S.58/04月 中村　英明 信用保証業務 H17/03月 5 - - ▲ 0 - ▲ 1 ▲ 2 持分法

（注１）17/3月期連結決算において対象とされた子会社・関連会社すべてについて記載しております。

（注２）借入金のうち、子銀行分は保証を含んでおります。

（注３）連結決算に使用した個別財務諸表の決算日を記載しております。

（注４）連結範囲の異動について

        ・しんわ不動産サービス㈱は、僅かながら赤字となりましたが、１７年度は黒字計上を見込んでおります。今後も親
　　　　　和銀行の融資に係る担保不動産の調査・評価業務や店舗・社宅の保守管理業務を担う会社として継続して正確・
　　　　 厳正な業務推進を行ってまいります。

　　　　・九州ユニオンクレジット㈱は、１６年７月に西九州保証サービス㈱の１００％子会社となり、当社の関連会社となり
　　　　　ました。

　　　　・しんわディーシーカード㈱は、１６年７月に当社が直接８５％の株式を保有し、当社の子会社となりました。

        ・親和ビジネスサービス㈱は、一部システム関連業務の移管による人員増加により僅かながら赤字となりましたが、
　　　　　１７年度は黒字計上を見込んでおります。今後も親和銀行の事務全般に係る業務を担う会社として継続して正確・
　　　　　厳正な業務推進を行なってまいります。

        ・親和リース㈱は、貸倒引当金の増加等により赤字となりましたが、今後グループのリース会社としてリテール部
　　　　　門の一翼を担う会社へ強化・育成してまいります。１７年度には減損会計を導入し、所有不動産の減損処理を実
　　　　　施するため、減損損失による赤字を見込んでおりますが、早期に黒字化を目指した営業施策を実践してまいりま
　　　　　す。

        ・九州ユニオンクレジット㈱は、クレジットカード業務を１６年１１月にユーシーカード㈱へ営業譲渡し、西九州保証サ
　　　　　ービス㈱の完全子会社として既存保証の管理のみを行うこととしたため、繰延税金資産を取崩すなどした結果赤
　　　　　字となりました。今後、西九州保証サービス㈱との合併を検討することとしております。

（注５）子会社・関連会社のうち、経常損失、当期損失、または繰越損失のある会社についての、今後の業績見通し及び
　　　　　グループ戦略上の位置付け

        ・西九州保証サービス㈱は、貸倒引当金及び保証債務引当金の増加により赤字となりましたが、保証料収入の増
　　　　　加､保証審査の厳正化及び債権管理の強化により早期に黒字化を目指します。１５年度より当グループの保証
　　　　　業務の同社集約化を順次進めてきており、今後も当グループの保証業務会社として、リテール部門の一翼を担
　　　　　ってまいります。
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（図表８）経営諸会議・委員会の状況［持株会社］

会議・委員会名    議長 メンバー 担当部署 開催頻度 目的・討議内容

経営管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ

グループ全体のリスク管理態勢の
構築・整備、リスクの状況把握、お
よびリスク管理の基本方針の検討

経営管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ ３カ月１回　社長

監査役
（社外監査役を含
　む）

監査役会

リスク管理
委員会

役付役員、各グル
ープマネージャー、
オブザーバーとして
監査役

コンプライアンス
委員会

　社長

役付役員、各グル
ープマネージャー、
オブザーバーとして
監査役

取締役会 総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ

グループ
経営会議

取締役、オブザー
バーとして監査役
（社外監査役を含
　む）

　社長

総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ

総合企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ　社長
役付役員、
オブザーバーとして
監査役

　監査役

取締役会より委任された事項、グ
ループ全体の経営に関する事項、
持株会社の運営に関する事項等
の協議、決定および経営健全化計
画の進捗状況のフォローアップ

週１回

月１回

週１回
経営のサポート機関、各グループ
案件の協議・報告・連絡

３カ月１回
グループ全体のコンプライアンス
態勢の総合的な管理、業務運営
の適正等のチェック

２カ月１回

法令および定款に定める事項、ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ経営の基本方針、子会社の
経営に関する重要な事項等の決
定

監査に関する重要な事項等につ
いての報告、協議、決議

マネージャー
会議

　総合企画
　グループ
　マネｰジャｰ

各グループ
マネージャー､
サブマネージャー

総合企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ
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（図表８）経営諸会議・委員会の状況　〔親和銀行〕

会議・委員会名 議長 メンバー 担当部署 開催頻度 目的・討議内容

ペイオフ対策委員会 総合企画部
担当役員

営業統括部担当役員・事務システ
ム部担当役員・監査部担当役員・
総合企画・経営管理・営業統括・証
券国際・公務・事務システム・総
務・監査の各部長

総合企画部 月１回 ペイオフに対する対応策の協議・企画・推進
並びに実施項目管理

提案審査委員会 総合企画部長

営業統括・融資企画・事務システ
ム・監査の各部担当者及び本店営
業部営業課長、京町・浜田町支店
長

総合企画部 ３カ月１回 提案制度に基づく案件の審査

営業戦略会議 営業統括部
担当役員

営業統括・総合企画・経営管理・審
査・融資企画・証券国際・人事・長
崎地区・福岡地区本部の各部長

営業統括部 半期１回 営業戦略、商品開発等に関する協議

業務計画推進会議 総合企画部長

本店営業部長、経営管理・営業統
括・審査・融資企画・証券国際・人
事の各部長、長崎地区・福岡地区
本部の各副本部長など

総合企画部 月２回 預貸金、収益動向などに関する協議、対策
の検討

賞罰委員会 頭取を除く筆
頭役付役員

頭取を除く役付役員、総合企画・経
営管理・営業統括・審査・管理・事
務システム・監査・人事・総務の各
部長

人事部 随時 賞罰委員会規定に基づき、行員の賞罰につ
いて審議を行う。

３カ月１回

ＡＬＭ施策・方針に関する事項、資産・負債
の総合管理、収益に係わるリスク状況の把
握、対応など

経営の最高決定機関

経営監査に関する事項

業務監査部門の監査結果、コンプライアンス
の監査

取締役会より委任された事項等の経営決
定・協議・各部門報告

経営のサポート機関・各部室案件の協議・
報告・連絡

経営方針の示達、本部主要施策の伝達

外部の専門家を招聘し、独立した立場で業
務の運営状況を評価し、その結果を経営陣
に直接報告・提言

月１回

週１回

月１回

週１回

週１回

半期１回

監査部担当
役付役員

監査部

中核店長

秘書室

役付役員

総合企画部

総合企画部

総合企画部

頭取

月１回

頭取

監査役 監査役（社外監査役を含む）

総合企画部長

隔月

役付役員、オブザーバーとして監
査役

役員、支店長、出張所長、部室長、
関連会社代表取締役

本部部室長及び本店営業部長
（除く長崎・福岡地区本部長）

監査役会

取締役会 秘書室

業務監査委員会

全支店長会議

部長会

常務会

取締役、オブザーバーとして
監査役（社外監査役を含む）

総務部担当役付役員、監査・総
務・経営管理の各部長、オブザー
バーとして外部監査委員

頭取

エリア・ブロック会議

ＡＬＭ委員会

リスク管理委員会

地区担当役員、営業統括部長、本
部各部長（随時）、営業統括部担
当者、各地区支店長、福岡地区・
長崎地区本部の各部長

融資審査会

役付役員、経営管理・総合企画・
営業統括・審査・事業金融・融資企
画・証券国際・監査の各部長

頭取

頭取

頭取

支店経営に関する会議
営業推進に関する会議

担当役員決裁権限を越える融資案件の審
査

役付役員、経営管理・総合企画・
営業統括・審査・事業金融・融資企
画・証券国際・事務システム・総務
の各部長、オブザーバーとして監
査部長

リスク管理態勢の構築・整備、リスクの状況
把握、およびリスク管理の基本方針の検討

審査部

経営管理部

経営管理部

営業統括部

隔月

隔月

業務諮問委員会 外部の専門家数名より構成する業
務諮問委員 総合企画部
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（図表10）貸出金の推移［親和銀行］

(残高) (億円)

16/3月末 17/3月末 17/3月末
実績 計画 実績 備考
(A) (B) (Ｃ)

19,015 19,001 18,287 
12,128 12,148 11,680 ※１

個人向け貸出（事業用資金を除く） 4,141 4,227 4,054 

その他 2,745 2,625 2,553 ※１
海外貸出 - - -

合計 19,015 19,001 18,287 

(注)中小企業向け貸出とは、資本金又は出資金３億円(但し、卸売業は１億円、小売業・飲食業・サービス業は50百万円)以下の
法人または常用する従業員が300人(但し、卸売業・サービス業は100人、小売業・飲食業は50人)以下の法人向け貸出（個人
に対する事業用資金を含む）を指す。ただし、当社の連結子会社・持分法適用会社向け貸出を除く。

(増減額・実勢ベースを算出するうえで考慮すべき要因考慮後)
（億円）

17/3月期 17/3月期
計画 実績 備考

(B)-(A)+(ｱ) (Ｃ)-(A)+(ィ)

▲ 13 ▲ 145 
20 80 

(実勢ベースを算出するうえで考慮すべき要因）
(億円 、(　)内はうち中小企業向け貸出)

備考

不良債権処理 (          ) 575 (524) (          )
貸出金償却（注１） (          ) 17 (11) (          )
部分直接償却実施額（注２） (          ) 307 (293) (          )

協定銀行等への資産売却額(注３) (          ) - - (          )
上記以外への不良債権売却額 (          ) - - (          )
その他の処理額（注４） (          ) 250 (220) ※２ (          )

債権流動化(注５) (          ) - - (          )
私募債等（注６） (          ) 6 (4) ※３ (          )
子会社等（注７） (          ) - - (          )

計 (          ) 581 (529) (          )

(注１)無税化（法人税基本通達９－６－１、９－６－２、９－４－１、９－４－２）を事由とする直接償却額。
(注２）部分直接償却当期実施額。
(注３)金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第53条で定められた協定銀行等への債権売却額。

(注４)その他の不良債権処理による残高減少額。
(注５)主として正常債権の流動化額。
(注６)私募債の引受等、実質的に貸出と同様の信用供与が行われているものの取組額。

(注７)連結子会社・持分法適用会社向け貸出のうち、中小企業向け信用供与の円滑化に資するもの。

(ｱ) (ィ)

16年度中 16年度中

計画

国内貸出

中小企業向け貸出（注）

国内貸出

中小企業向け貸出

実績

17年度中

計画
(ゥ)
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（状況説明） 

 

※１ 中小企業向け貸出残高 

中小企業向け貸出から、国が出資しているなどの特殊法人等向け貸出１４億円、

当社の連結子会社・持分法適用会社向け貸出３８億円、及び地方３公社向け貸出

１２５億円、さらに、「期末日を跨ぐ短期間貸出で実際に資金が使用されなかっ

た貸出」６億円を控除し、その他向け貸出に加算しております。 

 

※２ その他の処理額（注５）（中小企業向け貸出） 

バルクセール８５億円と破綻懸念先以下の回収額１３５億円の合計であります。 

 

※３ 私募債（注７）（中小企業向け貸出） 

私募債の引受４億円とＤＥＳ０．６億円の合計であります。 
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（図表１２）リスク管理の状況〔親和銀行〕 

 

  当期における改善等の状況 

信用リスク 

[規定・基本方針] 
〈基本方針〉クレジットポリシー 

リスク管理基本方針（年度） 
〈規  定〉リスク管理規定（信用リスク）、

融資審査会規定、資産自己査定基
準、信用格付基準、融資決裁権限
規定、融資関連規定 

 
[体制・リスク管理部署] 
〈会  議〉リスク管理委員会、融資審査会 
〈組織体制〉融資企画部、事業金融部、審査

部、管理部、経営管理部 
 
[リスク管理手法] 
1. 信用格付による客観的信用リスクの把握。 
2. 業種別､地域別、信用格付ランク別等のポ

ートフォリオ管理及びリスク管理委員会
への報告。 

3. 企業再生、企業支援によるランクアップ
推進。 

4. 大口信用供与先に対しては､クレジット
ラインを設定し、与信状況を取締役会、
リスク管理委員会に報告。 

5. 個別の与信審査については、クレジット
ポリシー、融資決裁権限規定に則り厳格
に実施。 

6. 大口特定先、特定業種については、専担
の審査役を設置。 

 
1. 大口与信先に対する管

理強化を目的に事業金
融部を新設（17年2月）。 
 

2. 地銀協共同版信用リス
ク定量化システムを導
入。 
 

3. 自己査定基準、償却・
引当基準の改定（17年3
月）。 
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  当期における改善等の状況 

マーケット 
リスク 

[規定・基本方針] 
〈基本方針〉リスク管理基本方針（年度） 
〈規  定〉リスク管理規定（市場関連リス

ク）、証券国際部決裁権限規定 
[体制・リスク管理部署] 
〈会  議〉リスク管理委員会、ＡＬＭ委員

会、金利予測部会 
〈組織体制〉証券国際部、営業統括部、経営

管理部 
 
[リスク管理手法] 
1. 証券国際部内における、フロント、バッ

ク、ミドルの分離。 
2. 統合リスク管理によるリスク枠・ポジシ

ョン枠の設定ならびに遵守状況の検証。 
3. ＢＰＶ方式、マチュリティラダー、デュ

レーション等複数の管理手法の活用によ
る、金利リスクのコントロール。 

 
1. 配賦資本に基づくリス

ク枠、ポジション枠の
管理を厳正に実施して
いる。 

 
2. 証券国際部決裁権限

規定の定期見直しを
実施（17年3月）。 

流動性リスク 

[規定・基本方針] 
〈基本方針〉リスク管理基本方針（年度） 
〈規  定〉リスク管理規定(流動性リスク)、

証券国際部決裁権限規定、流動性
リスク管理基準 

[体制・リスク管理部署] 
〈会  議〉リスク管理委員会、ＡＬＭ委員

会、金利資金会議 
〈組織体制〉証券国際部、営業統括部、事務

システム部、経営管理部 
[リスク管理手法] 
1. 日次、週次および月次の資金繰り予測な

らびに逼迫度に応じた調達手段の確保。 
2. 毎週開催する金利資金会議において、資

金繰りの現状・予測管理、資金繰り予想
と実績との差異分析を実施。 

3. 金利資金会議、ＡＬＭ委員会において、
金利や資金繰り予測に基づく協議を実
施。 

 
1. ペイオフ解禁に向け、

流動性に配慮したより
厳格なポジション予
測、資金運用を実施。 

 
2. 証券国際部決裁権限

規定の定期見直しを
実施（17年3月）。 

カントリー 
リスク 

[規定・基本方針] 
〈基本方針〉厳格な枠内運用の遵守 
〈規  定〉証券国際部決裁権限規定 
[体制・リスク管理部署] 
〈組織体制〉証券国際部、事業金融部、審査

部 
[リスク管理手法] 
1. 国別格付による対象国の限定と１国あた

り与信枠の設定。 
2. 国別格付の定期的見直し。 

1. 国別格付の定期見直し
を実施（17 年 3 月）。 
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  当期における改善等の状況 

オペレーショ
ナルリスク 
（ＥＤＰリス
クも含む） 

[規定・基本方針] 
〈基本方針〉セキュリティポリシー 

リスク管理基本方針（年度） 
〈規  定〉リスク管理規定（事務リスク・

システムリスク） 
[体制・リスク管理部署] 
〈会  議〉リスク管理委員会、事務厳正化

協議会、システム検討部会 
〈組織体制〉事務システム部、融資企画部、

証券国際部、営業統括部、公務部、
経営管理部、監査部 

[リスク管理手法] 
〈事務リスク〉 
1. 事務規程類の整備､事務指導臨店・研修に

よる事務の堅確化。 
2. 店内検査、月別事務点検の実施。 
3. 事務厳正化協議会において、事務指導、

顧客苦情、内部監査結果等に基づく改善
策を協議。 

4. 事務集中化、外部委託､システム化の推進
による事務リスクの軽減。 

5. 事務ミスデータの分析および結果に基づ
く改善指導。 

6. 顧客苦情の分析・フィードバック。 
〈システムリスク〉 
1. システム検討部会における開発案件の協

議。 
2. ＦＩＳＣの安全対策基準に準拠した安全

対策の実施。 
3. セキュリティポリシー、セキュリティス

タンダードに基づくネットワーク、セキ
ュリティ関連規定の整備。 

4. システム障害記録に基づき月次ベースで
原因や件数分析を実施。 

〈事務リスク〉 
1. 事務レベルの向上、事務

リスク管理の強化を目
的に、営業店事務指導、
内部検印席研修を実施。 

2. 事務厳正化協議会を定
期的に開催し、事務リス
ク対応策を協議。 

3. 全行員を対象とした事
務理解度テストの実施
（17年2月）。 

4. 印鑑照会システムを導
入。 

 
〈システムリスク〉 
1. 外部委託先管理基準の

制定（17年3月）。 
2. インターネット不正侵

入防止システムの導入
によりセキュリティを
強化。 

3. サブシステム導入・更改
時の事前チェック体制
の整備。 

4. 個人情報保護法安全
管理措置に関する実
務指針に基づく、情報
セキュリティの強化。 



 

49 

  当期における改善等の状況 

法務リスク 

[規定・基本方針] 
〈基本方針〉リスク管理基本方針（年度） 
〈規  定〉コンプライアンス・マニュアル、

新商品・新規業務管理規定 
[体制・リスク管理部署] 
〈会  議〉リスク管理委員会、業務監査委

員会、事件・事故等対策協議会 
〈組織体制〉総務部、経営管理部、監査部 
[リスク管理手法] 
1. 新商品開発、新規業務取扱いにあたって

は、「新商品・新規業務管理規定」に則
りリーガルチェックを実施。 

2. 重要な契約締結や各種約定書の制定時に
おける弁護士等専門家の活用。 

3. 行内全部署にコンプライアンス担当役席
を設置し､法令等遵守状況を定期的に点
検。 

4. コンプライアンス・プログラムを年度毎
に策定し、コンプライアンス体制を整備。 

 
1. 根保証制度の改正に伴

う契約書類、事務取扱
の変更。 

 
2. 個人情報保護法施行に伴

う、行内体制の整備。 

レピュテーシ
ョナルリスク 

[規定・基本方針] 
〈規  定〉危機管理計画 
[体制・リスク管理部署] 
〈会  議〉リスク管理委員会、危機管理対

策本部 
〈組織体制〉総務部、経営管理部、総合企画

部（広報室） 
[リスク管理手法] 
1. 危機発生時における迅速な情報収集によ

る事実把握と対応策の決定。 
2. ホームページ、ディスクロージャー誌に

よる経営情報のタイムリーかつ適切な開
示。 

3. 特に重要な開示については、速やかに行
内へ伝達し、適切な顧客対応を徹底。 

1. 危機管理計画に基づく
訓練の実施（17年3月）。 
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(図表13)金融再生法開示債権の状況　　［親和銀行］
(億円)

16/3月末 16/3月末 17/3月末 17/3月末
実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

510 513 352 354 

危険債権 1,083 1,083 985 985 

要管理債権 604 604 637 637 

小計 2,197 2,199 1,974 1,976 

正常債権 17,200 17,191 16,638 16,613 

合計 19,397 19,390 18,612 18,589 

引当金の状況

(億円)

16/3月末 16/3月末 17/3月末 17/3月末
実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

一般貸倒引当金 247 247 304 305 

個別貸倒引当金 512 516 537 540 

特定海外債権引当勘定

貸倒引当金　計 760 764 842 845 

債権売却損失引当金

特定債務者支援引当金

小    計 760 764 842 845 

特別留保金

債権償却準備金

小    計

合　　計 760 764 842 845 
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(図表14)リスク管理債権情報　　［親和銀行］
(億円、％)

16/3月末 16/3月末 17/3月末 17/3月末
実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

破綻先債権額(A) 152 155 120 120 

延滞債権額(B) 1,424 1,424 1,203 1,205 

３か月以上延滞債権額(C) 1 1 2 2 

貸出条件緩和債権額(D) 602 602 633 633 
①金利減免債権 602 602 633 633 

②金利支払猶予債権

③経営支援先に対する債権
④元本返済猶予債権

⑤その他

合計(E)=(A)+(B)+(C)+(D) 2,180 2,183 1,961 1,963 
部分直接償却 945 945 754 754 

比率　　(E)/総貸出 11.46 11.49 10.72 10.74 
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(図表15)不良債権処理状況　　［親和銀行］

(単体) (億円)

16/3月期 17/3月期

実績 実績

不良債権処理損失額(Ａ） 528 404 

個別貸倒引当金繰入額 487 373 

貸出金償却等(Ｃ) 35 30 

貸出金償却 4 9 

ＣＣＰＣ向け債権売却損

協定銀行等への資産売却損(注)

その他債権売却損 31 21 

債権放棄損

債権売却損失引当金繰入額

特定債務者支援引当金繰入額

特定海外債権引当勘定繰入

投資損失引当金繰入額 5 

一般貸倒引当金繰入額(Ｂ) 54 57 

合計(A)＋(B) 583 461 

<参考>

貸倒引当金目的取崩による直接償却等(Ｄ) 465 307 

グロス直接償却等(Ｃ)＋(Ｄ) 500 337 

(連結) (億円)

16/3月期 17/3月期

実績 実績

不良債権処理損失額(Ａ） 530 405 

個別貸倒引当金繰入額 488 375 

貸出金償却等(Ｃ) 36 30 

貸出金償却 5 9 

ＣＣＰＣ向け債権売却損

協定銀行等への資産売却損(注)

その他債権売却損 31 21 

債権放棄損

債権売却損失引当金繰入額

特定債務者支援引当金繰入額

特定海外債権引当勘定繰入

投資損失引当金繰入額 5 

一般貸倒引当金繰入額(Ｂ) 54 57 

合計(A)＋(B) 585 463 

<参考>

貸倒引当金目的取崩による直接償却等(Ｄ) 465 307 

グロス直接償却等(Ｃ)＋(Ｄ) 501 337 

(注）金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５３条で定められた協定銀行等への債権売却損。
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(図表18)評価損益総括表（平成１7年3月末、単体） 〔親和銀行〕

有価証券 (億円)

残高 評価損益 評価益 評価損

有価証券 － － － － 

債券 － － － － 

株式 － － － － 

その他 － － － － 

金銭の信託 － － － － 

有価証券 1 － － － 

債券 － － － － 

株式 1 － － － 

その他 － － － － 

金銭の信託 － － － － 

有価証券 5,131 144 163 18 

債券 3,971 54 55 0 

株式 484 92 100 8 

その他 676 ▲ 2 6 9 

金銭の信託 － － － － 

その他 (億円)

貸借対照表
価額 時価 評価損益 評価益 評価損

566 308 ▲ 257 － 257 

65 44 ▲ 21 － 21 

－ ▲ 1 ▲ 1 － 1 

(注１)「土地の再評価に関する法律」に基づき事業用不動産の再評価を実施しております。

<実施時期 平成１０年３月>

(注２)デリバティブ取引、債務保証等の偶発債務に係る損益を含みます。

事業用不動産（注１）

その他不動産

その他資産(注２)

満
期
保
有
目
的

子
会
社
等

そ
の
他



 

54 

 

(図表18)評価損益総括表（平成１7年3月末、連結） 〔親和銀行〕

有価証券 (億円)

残高 評価損益 評価益 評価損

有価証券 － － － － 

債券 － － － － 

株式 － － － － 

その他 － － － － 

金銭の信託 － － － － 

有価証券 0 － － － 

債券 － － － － 

株式 0 － － － 

その他 － － － － 

金銭の信託 － － － － 

有価証券 5,132 144 163 18 

債券 3,971 54 55 0 

株式 484 92 100 8 

その他 676 ▲ 2 6 9 

金銭の信託 － － － － 

その他 (億円)

貸借対照表
価額 時価 評価損益 評価益 評価損

569 310 ▲ 259 － 259 

65 44 ▲ 21 － 21 

－ ▲ 1 ▲ 1 － 1 

(注１)「土地の再評価に関する法律」に基づき事業用不動産の再評価を実施しております。

<実施時期 平成１０年３月>

(注２)デリバティブ取引、債務保証等の偶発債務に係る損益を含みます。

事業用不動産（注１）

その他不動産

その他資産(注２)

満
期
保
有
目
的

子
会
社
等

そ
の
他


